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令和７年第２回定例会 

富 良 野 市 議 会 会 議 録 

 

 

令和７年６月 17日（火曜日）午前 10時 00分開会 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 
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松 下 寿美枝 議員 １．共創のまちづくりについて 
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                午前10時00分 開議 

                （出席議員数16名） 

――――――――――――――――――――――――― 

        開  議  宣  告         

――――――――――――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） これより、本日の会議を開きます。 

――――――――――――――――――――――――― 

        会議録署名議員の指名         

――――――――――――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 本日の会議録署名議員には、 

        松 下 寿美枝 議員 

        関 野 常 勝 議員 

を御指名申し上げます。 

――――――――――――――――――――――――― 

 日程第１ 市政に関する一般質問 

――――――――――――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 日程第１、市政に関する一般質問

を行います。 

 質問の順序は、御配付のとおり、順次、行います。 

 質問は、９名の議員から、18件の通告があります。 

 質問に当たっては、重複を避け、また、答弁に際しま

しても、簡潔にされるよう御協力をお願い申し上げます。 

 それでは、ただいまより、松下寿美枝議員の質問を行

います。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） -登壇- 

 おはようございます。 

 通告に従い、一般質問いたします。 

 １件目、共創のまちづくりについて。 

 １項目め、共創のまちづくりに向けて。 

 私は、共創とは、行政と市民がそれぞれの力と思いを

生かし合い、地域の未来を共に築いていく営みであると

捉えています。 

 平成23年度からスタートした第５次富良野市総合計画

の中では、将来像として、「安心と希望、協働と活力の

大地『ふらの』」、まちづくりのテーマに「住み続けた

いまち、そして、子どもたちに誇れるまちをめざして」

が掲げられていました。 

 その後、令和３年度に策定された現在の第６次富良野

市総合計画の中では、共創という言葉が基本構想の中で

このように説明されています。「少子高齢化・人口減少

など、急速に社会構造が変化し、地域やコミュニティの

課題が複雑化しています。従来の方法のみでは限界があ

り、行政の力だけでは課題を十分に解決することは困難

になってきています。未来において、より良い社会をつ

くり出していくためには、行政と民間事業者と市民とが、

より高度な形で協働していく必要があります。実際に、

官民共創の流れは世界的なものになってきています。『共

に新たな価値を創造していく』ことで、課題解決につな

がっていく『コト』が生まれることこそが『共創』の概

念です」。このように、第６次富良野市総合計画では、

共創を未来思考の課題解決の鍵として位置づけているこ

とが読み取れます。 

 これまでも、本市では、市民参加ルール条例などによ

り、市民参加や様々な場面での市民協働を推進してきた

ところですが、この共創は、従来の協働をさらに進化さ

せたものであり、本市の持続可能な地域づくりにとって

鍵になる視点であると考えます。あわせて、共創の取組

を重ねていったその先に、自分たちのまちの課題を自分

事として考えていこうという市民がさらに増えていった

とき、20年後、30年後の本市は、いまよりもさらに活気

にあふれ、元気なまちでいられるのではないかと、想像

するとわくわくする気持ちにもなります。 

 また、共創の対象は、子供や若者、地域、企業、障が

い当事者など、多様な主体であり、多様な声を生かして

いくことが求められます。 

 まず、本市として共創のまちづくりをどのように位置

づけ、今後どのように推進していこうとしているのか、

考えを伺います。 

 ２件目め、企業版ふるさと納税を使った市民提案型事

業の制度化について質問します。 

 共創のまちづくりを進めていく中で、企業版ふるさと

納税の活用は、具体的な取組、手段の一つだと考えます。

第６次富良野市総合計画の中では、重点原資①、未来へ

の原資、未来への原資を生み出し続けるの項目の中で、

10年後の目指す状態に、「多様なつながりにより、市民

や行政などのチカラを集結させ、未来への原資を独自に

生み出し続けている」とし、主な施策の中では、戦略的

かつ共創的に自主財源を確保する体制の構築、戦略的か

つ共創的な自主財源の創出の２点を上げています。 

 本市の取組としては、ホームページでの広報、民間が

提供する寄附企業とのマッチング支援の活用、クラウド

ファンディング型ふるさと納税の実施などを行ってきて

います。 

 そこで、質問に入ります。 

 １点目、こうした目標、10年後に目指す姿に向かう中

で、現在の取組について、本市としてどのように評価さ

れているのか、伺います。 

 さらに、共創のまちづくりをより推進していくための

一つの手段として、市民からの提案と企業版ふるさと納

税を効果的に結びつける仕組みを制度として整えること

も有効ではないかと考えます。 

 今回、私が提案する制度は、企業版ふるさと納税を活

用した地域活性化事業の提案を募集している三重県鳥羽

市や、北海道内の北広島市でも取り組まれているもので

あります。市民と企業がそれぞれの立場から地域にでき
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ることを考え、実際に形にできる土壌を整えるものです。

10年後、あのときに提案してよかったと振り返る市民が

いて、また、このまちに関われてよかったと語る企業が

いる、そんな未来を目指せるのではないかと可能性も感

じています。 

 質問の２点目。 

 未来のための自主財源を生み出し続けるための仕組み

を強化していくために、市民からの提案と企業版ふるさ

と納税を効果的に結びつける仕組みを制度として整える

ことも有効でないかと考えます。こうした制度構築の方

向性について考えを伺います。 

 ここからは、社会教育、人づくりの視点から、共創を

支える人材と学びの環境づくりについて伺います。 

 質問の３件目、学びのまち推進課について。 

 １項目め、学びのまち推進課について。 

 今年度より、これまで社会教育という名前がついてい

た係が学びのまち推進課へと名称変更され、また、しば

らく無人となっていた中央公民館に職員が常駐されるよ

うになったことは、大きな前進であると受け止めており

ます。 

 しかし、中央公民館の現状を見ますと、休館日が日曜、

月曜、開館時間が18時までという設定になっており、働

く世代や市民グループにとって利用しにくい状況がある

のではないか、また、市民の学びと交流の拠点としての

位置づけに照らし、条例との整合性の観点からも様々な

見直しも必要になってくるのではないかと考えておりま

す。 

 教育執行方針の中でも、社会教育を通じた持続的な地

域コミュニティーの基盤形成に向け、社会教育士をはじ

めとした社会教育の専門指導者の育成、地域課題の解決

や自己実現に向けた活動に多くの市民が参画できる環境

を整えるとともに、安全で快適な環境整備を進めていく

とありました。 

 そこで、以下、質問をします。 

 １点目、中央公民館に職員を再配置するまでの経過と、

その判断の背景について伺います。 

 ２点目、学びのまち推進課という新たな名称に込めら

れた目的やビジョンについて、今後の方向性をどのよう

に描いているのか、伺います。 

 ３点目、今後、中央公民館を地域の学びや交流の拠点

としてどのように活用していくのか、市民との協働を生

かした取組についての考えを伺います。 

 ２項目め、子ども未来づくりフォーラムについて。 

 平成19年から始まった子ども未来づくりフォーラムは、

子供たちが自らの立場からまちづくりについて自由に考

え、意見を出し合い、自主的に社会参加をすること、そ

して市政への関心を高めることを通じ、富良野市の未来

を担う青少年を育てていくことを目的に実施されてきま

した。現在の取組について、そうした子供の主体性や自

由な学びがどのように発揮されていると捉えているのか、

評価についてお伺いします。 

 現在の子ども未来づくりフォーラムは、発表の場とし

ての役割が中心となっているように見受けられますが、

せっかくの子供たちの自由な発想や提案をその場限りで

終わらせるのではなく、地域や行政の取組につなげてい

くことができれば、より実効性のある学びと社会参加に

つながると考えます。 

 教育行政評価報告書の中でも、今後の課題として、郷

土への理解と愛情を育み、将来、まちの担い手として成

長できるキャリア教育、人材育成を主眼に置いた事業展

開の継続と挙げられています。子供たちの提案を地域の

活動や行政施策に接続していくようなつなぎのアプロー

チについてどのように考えているのか、お伺いいたしま

す。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 北猛俊市長。 

○市長（北猛俊） -登壇- 

 おはようございます。 

 松下議員の御質問にお答えします。 

 １件目の共創のまちづくりについてでありますが、本

市では、第６次富良野市総合計画において、共創をまち

づくりの基本アプローチの一つとして位置づけておりま

す。人口減少など、複雑かつ多様な課題に対し、市民、

行政、企業、団体など多様な主体が連携し、共に考え、

共に行動し、新たな価値を創出していく考え方に基づく

もので、これまで、太陽の里における共創プロジェクト

などに取り組んできたほか、令和７年３月には富良野市

共創まちづくり推進指針を策定し、理念などを定義づけ、

公表してまいりました。 

 共創のまちづくりとは、共通の目的の下に、対話を重

ね、地域の課題を共に解決していく取組でもありますの

で、前例にとらわれず、市民の皆様と対話を重ねながら、

柔軟で挑戦意欲を持った姿勢で取り組むことが大切であ

ると認識しております。 

 また、市民や地域の皆様にも、自分たちの地域は自分

たちでよくするという意識の下、世代や立場を超えて参

加いただき、対話と実践を通じた共創のまちづくりを進

めてまいりたいと考えております。 

 本年度の取組といたしましては、職員一人一人が共創

の意識を持ちながら日々の業務に生かせるよう、職員研

修などによる共創のスキルの習得と定着に取り組むほか、

共創まちづくり推進事業などによりさらなる共創の推進

に取り組んでまいります。 

 ２件目の企業版ふるさと納税を使った市民提案型事業

の制度化についてでありますが、将来にわたり持続的な
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まちづくりを行っていくためには、自主財源の確保が必

要であり、第６次富良野市総合計画においても、戦略的

かつ共創的に自主財源を確保する施策を実施することと

しております。 

 この間、自主財源確保の取組として、ふるさと納税で

は、生産者や事業者の皆さんと協力し、地場産品や地域

の魅力を発信しながら、ふるさと応援寄附金の確保に努

めてまいりました。また、企業版ふるさと納税では、マ

ッチング支援等も活用しながら、本市のまちづくりを市

外企業にＰＲしながら御支援をいただいております。 

 次に、企業版ふるさと納税を使った市民提案型事業の

制度化についてでありますが、本年度から取り組む共創

のまちづくり推進事業は、地域や行政が抱える課題の解

決に向けた提案を企業や市民団体等からいただいた公益

的事業にふるさと応援基金を財源として支援、助成する

もので、本市の新たな共創の形を模索する事業でありま

す。 

 本事業を含め、本市のまちづくり施策が市外の企業に

も共感をいただき、企業版ふるさと納税をはじめとする

御支援をいただけるよう、引き続きＰＲに努めるととも

に、企業版ふるさと納税を財源とする市民提案型事業の

制度につきましても調査研究してまいります。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続けて、御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） -登壇- 

 おはようございます。 

 松下議員の御質問にお答えいたします。 

 ３件目の学びのまち推進課についてでありますが、中

央公民館につきましては、令和５年１月より社会教育施

設として図書館と併設し、兼任職員を配置することで、

社会教育係と連携して公民館活動を推進してまいりまし

た。 

 そうした中で、多様化、複雑化する教育ニーズに対応

するため、本年４月に教育委員会の組織体制の改編を行

い、従来の教育振興課から社会教育分野を分離し、世代

を超えた多様な市民が主体的に学び続け、つながりを深

め、地域づくりに参画できるよう取組を進めることを目

的に、学びのまち推進課を設置し、あわせて、職員につ

いては中央公民館係を兼任とし、本年５月より中央公民

館を置く市立図書館に事務所を移転したところでありま

す。 

 学びのまち推進課では、富良野市教育振興基本計画に

基づき、家庭、地域の教育力の向上、学校との連携、協

働の推進、人々の暮らしの向上と人生100年時代を見据え

た学びのまちづくりを推進してまいります。 

 次に、中央公民館の地域の学びや交流の拠点としての

活用と市民との協働を生かした取組についてであります

が、中央公民館は、ことぶき大学や市民講座の場として

活用するなど、学習の機会の創出や市民活動の支援、交

流の促進などの取組や、各種団体・サークル活動や研修

の場として御利用いただいております。 

 今後も、様々な知識や経験を持つ利用者、団体が交流

し、連携する機会創出を図り、学び合い、支え合う人づ

くりができる仕組みづくりを進め、市民が自ら集い、学

び、つながる公民館となるよう、引き続き努めてまいり

ます。 

 ２項目めの子ども未来づくりフォーラムについてであ

りますが、本事業につきましては、市内全小学校を対象

に、子供たちが学習活動や自分たちの暮らす地域などに

ついて仲間同士で考え、調べたことを発表することによ

り、社会性やリーダーシップ、コミュニケーション能力

などを育み、あわせて、様々な地域学校協働活動を通し

て地域の課題解決に向けた方策を自ら考え、発表するこ

とで、郷土への理解と愛情を育み、将来のまちの担い手

として育つこと、他校の実践や表現方法などを学び、今

後の取組に生かしていくための情報交流の場とすること

を目的としております。 

 本事業の評価でありますが、学校における学習活動だ

けではなく、地域の協力による体験活動などを基に、子

供たちの視点で考え、発表することで、深い学びや自己

肯定感が醸成され、その後の授業などにおける学びに向

かう積極性につながるとともに、ふるさと教育、キャリ

ア教育としても効果的な取組であると考えております。 

 また、発表のテーマと内容は、社会問題や地域課題の

解決に向けたものが多く、会場には、一般市民や団体を

はじめ、市及び市議会の関係者なども聴取していること

から、本事業の開催が地域づくりの一助になることを期

待しているところであります。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 再質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） 順次、再質問させていただきま

す。 

 １件目の共創のまちづくりについて質問をさせていた

だきます。 

 先ほどの御答弁では、共創という言葉をまちづくりの

基本アプローチの一つとして位置づけているということ

で、これまでの取組についても答弁をいただきました。 

 いま、第６次富良野市総合計画の中で、高度な形で協

働していくというものが共創だということで言われてお

ります。この高度な形での協働というのが、どちらか一

方的なものではなくて、また、市長も先ほどの答弁の中

で、前例がないことにも取り組むとおっしゃっていただ

きました。これまでに取り組んだことがないことも含め

て、やはり、行政と市民が共に考え、共に行動していく
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ということだと考えておるのですが、これまでの協働と

いうことと、共創という部分が高度な協働になるという

ことで、どのように変わっていくと捉えているのか、お

伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 松下議員の再質問にお答えい

たします。 

 第６次富良野市総合計画でうたっている協働と共創の

関係かというふうに思います。 

 先ほど松下議員の御質問の中でもありましたけれども、

富良野市としては、第５次富良野市総合計画の中で協働

をうたってまいりました。協働につきましては、そちら

にも記載があるというふうに思いますけれども、行政と

市民が同じ目標や課題に対して複数の組織や個人が協力

して活動すること、共創と異なり、新しい価値の創造よ

りも既存の課題解決や目標達成を重視することが多いと

いうふうに一般的には言われております。その一方で、

共創に関しましては、異なる立場や視点を持つ個人が連

携し、新しい価値やアイデアを生み出すプロセス、また、

そこから新たな取組を創造することというふうになって

おります。 

 その中で、高度な協働というような書き方、言い回し

でございますけれども、その点につきましては、第５次

富良野市総合計画、それぞれ単発で取り組んでいるわけ

ではございません。第５次富良野市総合計画の成果、評

価をもって第６次富良野市総合計画に発展していってい

るというようなことで考えております。そういった点か

らも、第５次富良野市総合計画で進めてきた協働、市民

と行政が共に活動、協力すること、それを一歩進めて、

さらに御意見やアイデアを積極的にいただく、そのこと

によって新たな価値を生み出すということが新しく目指

した共創だと考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） 高度な協働の部分が、これまで

の協働からさらに一歩進めて、積極的に共に協力してい

くといった意味も含まれているということで理解しまし

た。 

 私も、共創のまちづくりを推進していくためには、共

に考えて、共に知恵を出し合っていく、そして、前例が

ないことにも向かっていくというのは非常に必要なこと

であると思います。 

 新しいまちづくりの推進事業もスタートするところで

はありますが、実際に制度を整えていくだけではなくて、

現場で市民や企業とどう関わっていくかといった行政の

姿勢も重要なものではないかと感じています。例えば、

市内の企業や市民団体が外部の助成金などを活用して地

域課題の解決に取り組もうとする際に、申請の段階で市

としての関与や行政の協力が得られるのか、今後、そう

いった協力の意思表示が求められる場面もあります。行

政が、やはり、そうした市民団体が申請に行ったときに、

主体的に耳を傾けて、必要に応じて連携の姿勢を示すと

いうことも共創を支える上で欠かせない役割だと思うの

ですが、一方で、中には、やはり、これまでは、前例が

ないから難しいといった理由で、そういった企業や団体

からの熱意というものが十分に生かされていなかったこ

ともあったのではないかと、そういった声も伺っていま

す。やはり、共創を本気で進めていかなければいけない、

そうしたときには、こうした市民や企業からの呼びかけ

に対しても、全庁的に前向きに関与して共に考えていく

姿勢が私は必要だと思っています。 

 このような共創の姿勢、それを市として庁内全体にど

う根づかせていこうとお考えか、その考えについてお聞

かせください。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 松下議員の再質問にお答えい

たします。 

 市民や企業からの声をどう具体的に市として受け入れ

ていく体制をつくるのかというように受け止めをさせて

いただきました。 

 先ほど市長の答弁でもお話させていただきましたけれ

ども、令和７年度の取組としてという中で、職員一人一

人が共創認識を持ちながら日々の業務に生かせるよう、

職員研修などによる共創のスキルの習得と定着に取り組

むということで答弁させていただきました。 

 こちらの職員の研修でございますけれども、第６次富

良野市総合計画が新たに始まりました令和３年度から継

続して職員研修を実施しています。その中では、共創の

概念や、対話の仕方でありますとか、そういったことも

含めて研修を行ってきているところであります。そうい

った一人一人の職員に考え方を理解してもらうというと

ころからがまずスタートではないかというふうに思って

いますし、市民や企業からの声を窓口の段階でしっかり

受け止めるというような体制をつくれるように、引き続

き取り組んでまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） これまでの研修を含め、様々な

研修をされていく中で、概念、また対応の仕方を含め、

研修していくということで、今後さらに定着して、どん

どん、いろいろな場面で変わっていくのかということを

感じております。 
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 次に、この質問の続きなのですが、やはり、全庁的に

そういった姿勢を根づかせていくということも大事な柱

ではあるのですが、この共創のまちづくりを進めていく

ためには、私は、市民自身、このまちで暮らしている人

たちが、共創という概念は自分にも関係があることなの

だと、自分事として考えてもらえることを実感できるよ

うな工夫が必要だと思っております。 

 ちょっと話がそれるのですが、市長はよく健幸都市と

おっしゃってくれていて、その健幸都市という言葉をた

くさん発していただくことで、やはり、いま、歩く方が

増えたりとか、そうした啓発にもつながっていたり、あ

と、いま、ふらのりという地域公共交通の一つが出てき

たときに、やはり、ふらのりというオンデマンドのタク

シーを目にするということから、あのふらのりは何なの

かという、目にすることから関心を持ってもらえること

も増えてきているということは、私の耳にも届いていま

す。 

 そうした意味でも、共創という言葉、なかなかこれは

分かりにくいとおっしゃる方もいます。そうした意味で

は、それを分かりやすく伝えるキャッチコピーや、何か

アイデア、これから、それが、共創のまちづくり推進事

業が一つのきっかけにはなっていくのかと思うのですが、

そうしたまちづくり事業にアンテナが立たない方にも含

めて伝わるような市民に向けた共創の伝え方、そうした

工夫、取組の方向性などを市としてどのように考えてい

るのか、お考えがあればお聞かせください。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 松下議員の再質問にお答えい

たします。 

 共創という考え方、また言葉を市民にどう分かりやす

く伝えていくのかということだと思います。 

 第６次富良野市総合計画策定に当たりましては、ワー

クショップを重ねてこの考え方の骨子を組み立ててまい

りました。この100人ワークショップの取組自体が、まず

は共創の取組からスタートしたというふうに考えてござ

います。 

 加えまして、令和５年度になりますけれども、共創×

デジタルの取組ということで、富良野市ＤＸ推進計画策

定に当たりまして、仕事、子育て、シニア、ケア従事者、

学生という五つのテーマでワークショップを開催して、

ＤＸをそういった生活や仕事にどう生かしていけるのか

というような、そういった取組も行ってきて、その結果、

富良野市ＤＸ推進計画を策定してきたということがござ

います。 

 また、先ほど市長も答弁させていただきましたけれど

も、令和７年度から取り組みます共創のまちづくり推進

事業につきましては、まさに共創ということを前面に出

して、市民の方々、また企業の方々から様々な事業やア

イデアをいただくということで取組を進めているところ

でございます。 

 先ほど松下議員からありました伝えるキャッチコピー、

そういったアイデアというところにつきましては、引き

続き受け止めて研究をしてまいりたいというふうにと思

いますけれども、本市といたしましては、具体的な動き

も含めて、市民の方に、広報紙ですとか、そういったと

ころに共創という言葉を積極的に出していきたいという

ふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） やはり、広報紙など、結果も含

めて目に見える媒体で周知していくということも、市民

の機運の醸成というのですか、意識の醸成、そうしたも

のには必要だと思いますので、ぜひ、これからの事業だ

と思いますので、取り組んでいただけたらと思います。 

 それから、次の企業版ふるさと納税に関する再質問に

入らせていただきます。 

 こちらは、財源の活用ということで、持続的なまちづ

くりには必要な財源であるということで、様々な取組に

ついて説明をいただきました。こちらのこれまでの取組

については理解しているところです。 

 その質問の二つ目のほうに入らせていただきます。 

 市民提案と企業版ふるさと納税の制度化については、

こちらは調査研究していくという御答弁でした。 

 共創の視点から見ると、いまの企業版ふるさと納税と

いうのは、いまある本市のホームページでは募集します

という形で企業に向けて募集している形になっているの

ですが、いま、市民からの提案でのまちづくり事業とい

うのを行うに当たっては、これから先にも様々な形の提

案があるかと思います。市民や企業の声がより具体的に

制度に反映されていく、また、共に共創というまちづく

りを育てていくという視点からも、私は、制度という仕

組みがあったほうがよいと思います。やってみたいとい

う市民の思いと企業を結びつけるということは、例えば、

市民一人の力でどこかの企業とマッチングしてもらうと

いうことは非常に難しいという、個人の取組では難しい

部分もあります。なので、こうした制度を、市民からの

提案も含めた制度として構築していくこと、それは、こ

れからの事業の継続性であったりとか、また透明性であ

ったりとか、そういうところも担保されるかと思ってお

ります。なので、こうした制度を検討していきますとい

うことだったのですが、私は、制度として受皿が必要だ

と思っているのですが、この制度を、共創の仕組みの中

に制度として私は形にしていくことが必要だと思うので

すが、共創のまちづくりに資する制度だといまのところ
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お考えかどうか、そのあたりについて市としてどのよう

な視点をお持ちか、お伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 松下議員の再質問にお答えい

たします。 

 企業版ふるさと納税を使った市民からの提案を生かす

ような仕組みづくりに対する考え方ということでござい

ますけれども、松下議員から御提案のありました企業版

ふるさと納税を活用した取組についても共創の新しい形

の一つだというふうに考えてございます。その一方で、

令和７年度から本市が行います共創のまちづくり推進事

業につきましても、市民や企業の方との共創を進める事

業ということになってございます。 

 企業版ふるさと納税を使った制度の構築ということも、

市長の答弁の中で、研究させていただきますということ

で答弁させていただきました。その部分に関しましては、

企業版ふるさと納税という制度が、いまの個人版のふる

さと納税よりも年限が区切られている制度であるという

ことが１点ございます。そういった点も含めて、令和７

年度から本市で取り組む共創のまちづくり推進事業とい

うことで、こちらの事業に関しましては、財源を、企業

版ふるさと納税ではございませんけれども、ふるさと応

援基金を活用しまして、提案があり、こちらで採択させ

ていただいた事業につきましては、上限を設けますが、

100％を助成して取り組んでいただくということになって

ございます。 

 共創を進めるというところの考え方は一緒で、ただ活

用しようという財源の違いというふうに考えてございま

すので、そういった考え方で、今後、企業版ふるさと納

税の活用についても研究はしてまいりますけれども、ま

ずは、ふるさと応援基金を活用した事業を進めてまいり

たいというふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） 共創のまちづくりにつきまして

は了解いたしました。 

 続きまして、学びのまち推進課に関する質問に入らせ

ていただきます。 

 先ほど、多様化、そして複雑化しているニーズもあり、

また、世代を超えた多様な市民の学びの場として中央公

民館、そして、職員を配置してやっていく、また、家庭、

地域、学校との連携、学びをつくっていく、そういった

答弁をいただきました。そういった中央公民館を場とし

て、新たなビジョンというか、これまでの取組を推進し

ていくといった答弁だったかと思います。 

 いま、中央公民館と図書館併設ということでありまし

て、条例が２本あると理解しています。いま、どちらか

といえば、多分、図書館条例のほうにのっとって施設運

営をされているのかと感じているところですが、いまの

開館日ですとか時間の設定を見ると、やはり、市民活動、

例えば、働いている方が夜に活動したい、また日曜日に

相談に行きたいといった場合の対応、そういった部分も、

市民の学びと交流を支える拠点としてはもう少し十分に

生かせるような方法はないのか、検討が必要かと思いま

す。 

 公民館条例との関係性の整理、また、位置づけについ

てはどのように考えているのか、お伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 松下議員の再質問に

お答えいたします。 

 学びのまち推進課がこの５月に図書館に事業所を移し

て、いま、中央公民館と一緒に、その場所で執務を取っ

ているというところで、図書館の条例と中央公民館の条

例の関係という御質問でございます。いま、中央公民館

につきましては、図書館という施設の運営の中で貸し館

を行っているところでございます。これは、ほかの公民

館につきましても、生涯学習センターとかもそうなので

すけれども、いま、中央公民館の活動でございますけれ

ども、夜間の使用ですとか、あと、日曜の相談というと

ころで、その辺の整合性というか、その利用についての

利便性とか、そういった御質問かと思います。 

 まず、貸し館をしている施設、市で運営している施設

というのは、ほかにも、市の複合庁舎の１階部分、文化

会館もそうですし、あと、ふれあいセンターですとか、

そちらのほうも夜間の貸し館というところをやっており

ます。また、女性センターも貸し館をしております。そ

れぞれ夜間の使用も可能なところであります。過去の松

下議員からの御質問にもございましたけれども、そのと

きも利用状況というのがどうなのだろうというところが

ありました。その間も調べていっているところでござい

ますが、夜間の使用というのが伸びてはいないところで

ございますということで、新たに夜間を開ける施設を市

全体として見たときに、それが効率的なのかというと、

やはり、使えるところは使っていく、そちらのほうの利

用率を上げていくということが大事ではないかというふ

うに考えております。 

 また、日曜日の相談というところでございますけれど

も、こちらの学びのまち推進課、兼任で中央公民館の職

員でございますが、いま、図書館の休館日が月曜日でご

ざいますので、月曜日は図書館自体を閉めるというとこ

ろで休みに充てております。また、日曜日は休みに充て

ているわけですけれども、火曜日から土曜日までの勤務

というふうにしてございますので、これまで、土曜日、
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日曜日ということで勤務体制、その日はお休みというこ

とでやっておりましたけれども、いま、土曜日も職員が

いるということでいきましたら、相談しやすい体制とい

うのは少なからずとも向上したのかというふうに考えて

おります。 

 公民館と図書館の条例の関係でいきますと、いままで

どおり図書館条例の中で施設の貸し館業務というのをや

っていくのが現時点では適当ではないかというふうに考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） ただいま中央公民館のほうが図

書館条例の中で運用されていくという説明をいただきま

した。また、夜の利用についても、夜間の利用の活用が

伸びていない状況もあるといったことも答弁でいただき

ましたが、いまの学びのまち推進課の取組としても、こ

れから市民活動を増やしていきたい、そういった思いが

あるのであれば、様々な視点から、例えば、市民のニー

ズを把握するだとか、夜に集まれる講座を増やしてみる

だとか、そういった取組も必要だと思うのですが、この

夜間の利用が少ないことに関しての分析、どのように行

っているのか、お伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 松下議員の再質問に

お答えいたします。 

 市の施設の夜間の利用が増えていない、その分析をし

ているかというところでございますけれども、私ども学

びのまち推進課のほうでも、稼働率が増えていっていな

いということに関しましては、やはり、市民の皆様方の

夜間の利用が増えていない、この課題というのは、全体

的に、公民館利用というか、そういった活動を増やして

いくことというのも必要かというふうに現時点で考えて

いるところでございます。 

 なかなか細かな分析というところまでは、いま、でき

ていないところでございますけれども、学びのまち推進

課の取組としては、市民の皆様方が自ら学んでいく、そ

のきっかけづくりということでございますので、土日の

活動もありますけれども、夜間の活動、そういったとこ

ろも、市民の自主的な活動の後押しができればと考えて

おります。 

 ただ、そういった学ぶきっかけの創出というところは

これから考えていかなければならないのですけれども、

ニーズがどこにあるのか、どういったところに市民の方々

の関心があるのかとか、そういったところは、講座とか、

そういった開催の中で深めていくものかというふうに考

えているところでございます。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） 自主的な活動の後押しも必要で

はないかということであったりとか、自ら学ぶきっかけ

をつくっていくことの必要性ということも答弁の中には

あったかと思います。稼働率を増やすからというわけで

はなくて、これまでも、先ほど私が質問しましたとおり、

共創ということを考えたときに、私は、この学びのまち

推進課の取組は、人をつくる、人を育てる、そういった

意味では非常に重要な位置づけだと思っています。 

 そうした中で、今後、中央公民館が地域の学びや交流

の拠点としてまた本格的に機能していくためには、いま、

自主的な活動の後押しも必要ではないかということで、

私は、講座を提供するだけではなくて、例えば、市民の

主体的な活動や企画を支える体制づくり、また仲間づく

りを支援する、そういった取組も必要だと思っています。

例えば、自主企画講座です。自分たちで学びのテーマを

持って企画できるということがなかなか知られていない

ということも、一つ、私の中では少しもったいないと思

っている部分であって、そういった部分を積極的にアナ

ウンスしていくことも必要ではないかと考えています。

そうした市民の活動の後押し、また、活動したくなるき

っかけをつくっていく、そうした取組が必要だと思いま

す。 

 私は、市民活動の情報を、例えば、一元化して共有や

発信できる場所の確保、あそこの場所でしたらできるか

と思っています。また、そうした活動を可視化するよう

な広報紙だったりとか、人同士をつなぐネットワークづ

くり、そうした市民との協働を支えるための環境整備も

どんどん進めていく必要があるのではないかと思います

が、こちらについてのお考えをお伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 松下議員の再質問に

お答えいたします。 

 学びのまち推進課ができて、市民同士のつながりとか、

そういったきっかけづくり、また、そういった自主企画

をする講座とか、なかなか、まだまだ広がっていないと

いうか、知られていない部分がある、そういったところ

をアナウンスしていくことも必要ということで、様々な

御指摘、今後に向けてのお話があったところでございま

す。 

 いま、この５月に中央公民館、図書館のほうに学びの

まち推進課が移って、そこで拠点としている、活動され

ている団体とかもございます。そういったところのつな

ぎ、少し広げるところ、そこにはやはり職員がいるから

こそできることもあろうかと思います。いま、松下議員



 - 20 - 

からるるお話あったところ、そういった視点も、今後、

学びのまち推進課、こちらの課の仕事を推進していくと

ころでは、そういった視点も取り入れながら今後進めら

れればと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） 今後の学びのまち推進課の取組

については、私は、非常に期待を持って、自分もまちづ

くりに関わっていきたいと思っております。 

 最後の質問になろうかと思います。 

 子ども未来づくりフォーラムに関してです。 

 私は、発表の場だけではもったいない、次につなげて

いく視点も必要ではないかと質問させていただきました。

例えば、発表した子供たちの声を拾い上げる、学校評価

とはまた別な社会教育としての視点で、この子供たちが

まちづくりに関わって発表することによってどんなこと

を得られたのか、そういったことを、例えば子供たちか

ら意見を聞いてみるとか、また提案を拾い上げていくな

どの庁内連携を仕掛けとして学びのまち推進課が取り組

んでいくような、そういった姿勢も必要だと思われます。 

 そういったことが子供たちの社会参加を育てていく視

点になるかと思うのですが、いま教育委員会ではどのよ

うにお考えになっているのか、改めてお聞かせください。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 松下議員の再質問に

お答えいたします。 

 子ども未来づくりフォーラムについて、いまは発表の

場にとどまっている、それを広げる手段、そういった質

問かと思います。 

 この子ども未来づくりフォーラムという事業につきま

しては、青少年教育の一環として取り組んでいるもので

ございます。ですから、この事業の目的、狙いというの

は、先ほど教育長答弁にもございましたけれども、学習

活動、自分たちが暮らす地域などについて仲間同士で考

えていく、調べたことを発表することによって、社会性、

リーダーシップ、コミュニケーション能力などを育んで

いくというところが一つあります。また、他校の実践と

か、表現方法など、そういったものも学んでいくという

場でございます。それで、今後の取組に生かしていくた

めの学校同士の情報交流の場、そういったことを目的と

して実施しているものでございます。 

 ですから、教育委員会として、この後、さらに展開と

いうところで考えていきますと、先ほども、重複してし

まいますが、青少年教育の中で取り組んでいる事業とい

うことであります。昨年の事例でいきますと、富良野市

の文化会館サンエーホールという大きな舞台でそれぞれ

子供たちが発表している、これは、この間も継続してい

るところですが、そういった舞台に立つということも青

少年教育の一環でございます。発表する児童については、

これから地域社会のつくり手として、そういった意識を

持って感じられているところもありますので、未来をつ

くる子供たちの人材育成というところに主眼を置きなが

ら、教育委員会としては、今後もこの事業について継続

していきたいと考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ２番松下寿美枝議員。 

○２番（松下寿美枝） 人材育成も含めて、今後こうい

った発表の場を継続していく、そういった御答弁でもあ

りました。 

 本市が目指しているのは共創のまちづくりということ

で、それは、教育委員会も併せて富良野市の取組として

目指していくべきものではないかと考えております。 

 こういった未来づくりフォーラム、発表の場だけでは

なくて、子供たちとの共創の入り口、そういった視点も

あるかと思います。こういった場を大事に次に生かして

いく、そういったコーディネートもできるのがまた学び

のまち推進課の役割かとも思いますが、そういった子供

たちの声を共創のまちづくりに生かす、その視点からの

考えを、もう一度、御答弁お願いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） 松下議員の再質問に

お答えいたします。 

 これまで教育部長がお答えしていたのは、あくまで青

少年教育の範疇でのお答えだったわけですけれども、そ

こから一歩飛び出してというふうなことでありますけれ

ども、今回の御質問の青少年教育、子ども未来づくりフ

ォーラムは、まさに、行き着く先というのは共創のまち

づくり、それを担う人材育成につながっていくというこ

とであります。 

 少し私の答弁は青少年教育から外れてしまいますけれ

ども、その後どうするのかということになると、やはり、

社会教育活動、公民館だけではありません。いろいろな

社会教育施設だとか、あるいは地域、公民館活動も施設

だけでやるのではなくて、いろいろなフィールドワーク

もあります。ですから、そういった中で、学びの成果を

子供たちと地域の人たちが一緒になって考え、行動する

という、そういったこともあるのかというふうに考えて

おります。まさに地域学校協働活動にフィードバックす

るという、そういった視点なのかなと思いますけれども、

そういった中でつなげていけるような、そういった社会

教育活動、そういったことにしていく必要があるという

ふうに認識しております。 
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 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（渋谷正文） 以上で、松下寿美枝議員の質問は

終了いたしました。 

 ここで、午前11時05分まで休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午前10時57分 休憩 

        午前11時05分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 次に、二宮利和議員の質問を行います。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） -登壇- 

 通告に基づき、質問いたします。 

 件名、小中学校空調設備及び次世代エネルギー設備導

入事業。 

 項目、小中学校空調設備及び次世代エネルギー設備導

入事業についてです。 

 この事業は、子供たちの学習環境や、時には命を守る

ことになる重要な事業です。事業は、令和６年３月の議

会へ、令和５年度補正予算として、18年間のリース契約

で年間5,200万円、総額９億5,000万円の債務負担行為と

いう形で提案され、議決されました。 

 内容は、市内小・中学校４校にエアコン、空調設備を

設置し、あわせて、エアコン設置後の増加分も含めた学

校全体の電気を賄うため、水素を使用した次世代エネル

ギー設備として、水素を生成し、発電する設備を各学校

に導入し、18年間のメンテナンス、運転に係る費用全て

がリース金額で賄えるという事業です。１校当たり平均

月額110万円のリース料だけで、エアコン本体のリース、

メンテナンスに加え、次世代エネルギー設備で、既存の

電力購入では最大160万円以上にもなる学校の電気代全

てが賄えるエネルギーが創出できるという事業でした。 

 令和６年３月のプロポーザル開始前の説明では、夏の

暑い時期に向け、エアコン設置が早期に進むためと考え

ていることが説明され、そのために３月の補正予算で債

務負担行為として提案されていると説明があり、提出し

た議案が審議、議決されています。その後、４月にはプ

ロポーザルを行い、１者が応募して、事業者が決定して

います。 

 プロポーザルの前から事業者決定後も、私は、一貫し

て水素を生成する技術面や安全面に対する疑念を示し、

検証を訴えてまいりました。しかし、企業側の都合で、

企業秘密により公開できないという理由で、実用性や安

全性を説明できる具体的な内容や詳細は公開されないま

ま事業を進めてきました。 

 そして、事業者が決定しているにもかかわらず、６月

下旬になっても、リース契約書はおろか、仕様書も存在

していませんでした。仕様書、図面をつくるための現地

確認は６月20日以降に行われています。また、プロポー

ザル後には、水素生成施設の建築確認申請が必要である

という富良野市の見解に対して、事業所側から申請に難

色が示され、その後、国土交通省とのやり取りで、申請

の要らない施設と見解が示されたということで、申請不

要ということになっています。 

 また、私が、一度、株式会社フソウ・エナジーに電話

をして、最新技術について尋ねたことを議員協議会で取

り上げたり、あわせて、議員のＳＮＳ等での発信や新聞

等の報道で株式会社フソウ・エナジーが会社のリスクと

捉え、辞退届が出され、そのことで事業が遅れていると

保護者説明会で説明をされたり、通常の公共事業の進め

方とは違うという印象は否めません。 

 進めてきた事業でありますが、令和６年９月には、今

後、契約を結んで、令和６年12月からの冬休み期間中に

学校の建物内のエアコン工事を行い、春休みには室外機

などの工事を行い、令和７年６月１日からは空調設備、

エアコンも発電装置も運用を開始する予定であると公表

され、その後、令和６年11月の議員協議会でも順調に進

んでいると説明されています。 

 令和７年３月には予算特別委員会も行われ、大きな変

更も事業の課題も説明されず、事業は順調に進んでいる

ということで、令和７年度予算では、リース料として約

4,000万円が提案され、満額で議決されています。 

 ３月28日には、議員向けの現地視察で、エアコンの取

付工事中の学校での説明でも順調に進んでいるように説

明されています。しかし、現実は、その１か月前、２月

25日には、事業者である株式会社フソウ・エナジーから、

計画していた設備では学校で必要になる電力を継続的に

発電できないという申出があったにもかかわらず、その

ことは公表されず、エアコンの設置工事を進めてきまし

た。計画が技術的に難しく、安定的な電力が供給できな

いという内容が株式会社フソウ・エナジーから伝えられ

たということが議会に公表されたのは、３か月後の令和

７年５月19日の議員協議会です。 

 その後、企業から十分な電気供給はできないという申

出があり、その後、１か月ほど経過してから、新たに発

表段階の新しい技術を使う別のシステムが提案されたと

いうことも事後に説明されています。その内容は、設備

の内容も、基礎技術も、当初のプロポーザルで提案され

ていたものとは全く違っています。 

 途中、４月末頃に、学校関係者には、６月からエアコ

ンの運用ができるようになるが、発電施設については、

運用開始は延期される、時期は不明であるという連絡が
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来ているのみです。そして、計画の中心の施設が、技術

的な破綻で計画どおりに事業推進せず、契約が履行でき

ないということのはずなのに、大きな変更を伴う変更だ

という解釈で契約は継続しているという判断をされてい

ること、また、大阪・関西万博で発表した段階の技術を

実装化するためにかかる間、最長１年半にもわたって相

手企業から金額ベースで年間数千万円という電気の供給

を受け続ける、そのことの理由など、大きな疑問点や説

明責任を抱えています。 

 ９億5,000万円もの市民の税金を用いて子供たちの学習

環境や、時には命を守るための空調設備を導入する極め

て重要な公共事業です。これまでの経緯には重大な不透

明性があり、議会及び市民に対して誠実な説明がされて

きたとは到底言えません。 

 これを踏まえて、以下の点について順にお伺いします。

明確な答弁を求めます。 

 １、空調設備、エアコンの設置、運転開始状況につい

て。 

 まず、現在の空調設備、エアコンの設置状況及び運転

開始の状況について、具体的にお答えください。 

 ２、空調設備の継続使用に関する見通しについて。 

 現在設置された空調設備、エアコンを今後も安定的か

つ継続的に使用し続けられるのか、どのような見通しで

あるのか、認識をお伺いします。 

 また、次世代エネルギー設備とセットでのリースでは

なく、空調設備、エアコン単体でのリース契約、あるい

は購入、運用によって、より安定的な運用が可能になる

という選択肢もあると思いますが、そうした運用方法に

ついてどのように考えているのか、お伺いいたします。 

 ３、次世代エネルギー設備設置の状況と契約継続の妥

当性について。 

 次に、現在の次世代エネルギー設備、水素生成、発電

の設置状況、発電方法の基本的な考え方、そして、今後

の設置スケジュールについてお伺いします。 

 さらに、２月25日付で、事業者から、当初の計画では

学校で必要な電力を継続的に発電できないとの申出があ

り、その後、１か月以上たって違う方法での発電が提案

されるなど、大きく異なる内容での代案が示されたにも

かかわらず、契約が継続されていると判断していること

の経緯を伺います。 

 ４、今後の次世代エネルギー設備として使うと公表さ

れている発電技術の詳細と信頼性について。 

 現在、株式会社フソウ・エナジーと同じ場所で、令和

６年２月に法人登記された株式会社フソウ新未来テック

（25ページで訂正）という別の関連会社が、令和７年春

に公開した無電解グリーン水素生成発電システムという

新たな技術を用いるとされていますが、この技術の原理

や仕組みについての具体的な詳細について御説明をお願

いします。 

 安全性の担保並びに実用化に向けた根拠について御説

明をお願いします。 

 設備や建築物としての制限や法的な取扱いについての

見解をお伺いします。 

 当初の目的であったＣＯ２削減効果についての見込み

について御説明願います。 

 以上、それぞれについて具体的に御説明をお願いしま

す。 

 ５、令和６年４月のプロポーザル以降の事業進行と技

術評価の在り方について。 

 この水素生成技術については、昨年来、議場の場、説

明会、個別の聞き取り、市長との面談時など、何度も実

用性や安全性について疑念をお伝えし、技術検証なども

御提案してまいりましたが、教育長、教育部長などから

は、令和６年４月のプロポーザルに基づき、提案内容で

事業は確実に進められていると答弁をいただいています。 

 そこで、お伺いします。 

 そのときの判断は、どのような調査、検討、評価を得

てなされたのか、具体的な経過とその根拠を明確に御説

明ください。 

 最後になります。 

 ６、当初のプロポーザル内容が実現できなかった点に

対する認識についてです。 

 当初のプロポーザルで採用された技術が、結果として

実現不能であったことが明らかな事実です。このことに

ついて、教育委員会としてどのように総括し、再発防止

につなげていくのか、この重大で公共事業の根幹に関わ

る問題に対して、どのように責任を認識しているのか、

率直に御答弁をお願いします。 

 以上、６項目について、誠意ある御答弁をお願いしま

す。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） -登壇- 

 二宮議員の御質問にお答えいたします。 

 さきに通告いただきました、それに基づいて答弁をさ

せていただきたいと思います。 

 １件目の富良野市小中学校空調設備及び次世代エネル

ギー設備導入事業についてでありますが、空調設備につ

きましては、富良野西中学校、富良野東中学校、東小学

校、扇山小学校に設置し、本年６月１日より稼働してお

ります。 

 本事業は、リース期間を令和７年６月１日から令和25

年５月31日までとしており、設備についてはフルメンテ

ナンス仕様であるため、期間中、安定的、継続的に使用

できるものであります。リース方式による現契約の中で

実施することが費用面や空調設備の更新においても負担
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が少ないものであり、空調設備の単独でのリースや空調

設備の購入は考えておりません。 

 次に、次世代エネルギー設備における現状についてで

ありますが、次世代エネルギー設備の発電方法につきま

しては、無電解グリーン水素生成発電技術を用いた発電

システムであり、令和８年12月31日を最長の納入期限と

するものであります。 

 本事業の継続につきましては、主たる目的である児童

生徒の教育環境整備のため、小・中学校に空調設備を今

夏に間に合うように令和７年６月１日に稼働させること

を第一に考え、次世代エネルギー設備が設置されるまで

は、脱炭素化に資する代替エネルギーとして、事業者が

電力会社から非化石燃料証明書を付した電力の供給を行

うことを、双方協議の上、覚書を締結し、事業継続をす

るものであります。今後、設置場所の変更が生じた場合

や契約金額を変更する場合につきましては、変更契約を

取り交わす必要があると認識しております。 

 次に、無電解グリーン水素生成発電システムについて

でありますが、水槽内で鉄（23ページで訂正）と水系反

応液を反応させることで水素を生成し、燃料電池または

内燃機関などの発電装置を用いて発電するものと説明を

受けております。 

 新しい技術につきましては、技術的には確立されてお

り、発電すること自体に問題はありませんが、初の実装

事例となることから、コスト面、運用面において安定し

た電力が供給されるよう試験運転などを重ねていくため、

時間的猶予が必要となるものであります。 

 また、次世代エネルギー設備を１か所に集約して別の

場所に設置する場合は、電気事業法、建築基準法、消防

法、労働安全衛生法、状況に応じ、都市計画法、農地法、

環境影響評価法などへの対応を見込んでいるところであ

ります。 

 また、ＣＯ２の削減効果につきましては、外部エネル

ギーを使用せずに水素の生成から発電へのプロセスにつ

いては、ＣＯ２は発生しないシステムであります。 

 次に、本事業を実施する経緯についてでありますが、

夏季の暑さ対策として、学校施設の状況に合わせた冷房

設備の早期設置を検討してきたところであり、小規模校

については、児童生徒が集まる図書室、特別支援活動室

にルームエアコンを設置し、一時退避場所を確保し、市

街地４校については、本事業により空調設備の設置を進

めてまいりました。次世代エネルギー設備につきまして

は、環境に優しいエネルギーとして実用化されてきてい

ることから、先行事例を参考にしながら導入できるもの

と判断してまいりました。 

 次に、公募型プロポーザルで採用した次世代エネルギ

ー設備につきましては、令和７年６月１日の設置には至

りませんでしたが、特許技術をベースとした最新設備の

導入についての提案を受けたため、設置期限を延長した

ものであり、夏場の猛暑に対応するために、脱炭素効果

がある非化石証書つきの電力の供給と空調設備の設置、

稼働をするとともに、本市が掲げている脱炭素社会への

対応について、市街地４校において率先して実施できる

ものと認識しております。 

 以上でございます。 

 １か所、訂正をお願いしたいと思います。 

 無電解グリーン水素生成発電システムについての説明

でありますけれども、正しくは、水槽内で鉄と水系反応

液を反応させるというのが正しい説明でございますので、

訂正をお願いいたしたいと思います。 

○議長（渋谷正文） 再質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） それでは、順次、再質問させてい

ただきます。 

 まず、空調設備の使用開始については６月１日という

ことで、子供たちもとても安心しているし、喜んでいる

ことと存じています。 

 そのエアコンなのですけれども、現在、エアコンの所

有権はどこにありますか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 今回の事業につきましては、リース事業でエアコンを

入れているというところでございますので、これを持っ

ているのは、私たちは借りているということでございま

すので、相手方の企業のほうになります。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 相手の企業のほうで、リース物件

ということで処理しているということなのですけれども、

リース契約がもし仮に解除になってしまった場合、エア

コンはどのようになりますか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 もし、この仮定、契約が解除になった場合ということ

でございますけれども、このエアコンをどうしてしまう

のかですが、これは双方で協議しなければならないこと

になると思っております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） リースの解約時は想定されてない
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ということだと思うのですけれども、現状、相手企業の

ほうから、技術的に今回はちょっと難しかったという返

答が来て、次に新しいやり方というか、方法に取り組ん

でいくわけなのですけれども、企業側からの申出で計画

が履行できないというふうにいま言って、代案が出てき

ているわけです。エアコンが相手の企業のものである以

上、契約がどこまでも続いていかなければ、エアコンは

そのときに宙に浮いてしまう、つまり、協議して、その

ときにエアコンがどうなるかまだ決まってないという認

識でよろしいですか。 

○議長（渋谷正文） ここで、暫時休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午前11時29分 休憩 

        午前11時31分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 二宮議員に申し上げます。 

 ただいまの質問なのですけれども、仮定の話が出てお

ります。その仮定についてはどうだというような話は通

告の中ではしていないものでありますので、このところ

で出されても回答としてはできないということになろう

かというふうに思います。判断がつかないということか

というふうに思います。通告に基づいた中で、改めて再

質問していただきたいと思います。 

 改めて、質問内容を整理して、二宮議員、よろしくお

願いいたします。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） いま、議長がおっしゃられたよう

に、リース契約がなくなったらという仮定の話ではいま

お話ができないということだったので、子供たちが安心

して、いま、設置されているエアコンを使い続けられる

ように、企業側にも一部補塡してもらいながら、市民に

損害を与えないような形でこれを使い続けるようにする

ということを改めて強く提案して、次に進みたいと思い

ます。 

 次に、次世代エネルギー設備の設置と契約の妥当性に

ついてということで先ほど答弁をいただきましたけれど

も、事業者のほうから新しい特許に基づいた技術でとい

うことで申出があって継続されているというような内容

でしたけれども、まず、当初の計画のものと比べると、

水素をつくる仕組みが違います。これは、後で、詳しく、

新しい事業のところで出てくると思うのですけれども、

それから、水素をつくるプラントが、学校ではなくて、

市内のどこかに大きなプラントをつくって、１か所で発

電まで行う、つまり、かなり大きなものができるという

わけです。それを学校に送電すると。当初の計画でされ

ていた、学校の中で、プロポーザルでうたわれている学

校の中で、少ないものでは40坪ぐらいから、多いもので

100坪、150坪ぐらいまでの間の中で、発電施設も、それ

から水素の生成も発電もできるという当初の計画とはも

はや全く違うもののように見えますけれども、これが技

術の進展ということで、現在、契約が継続されていると

いう、そのように判断していることの経緯というふうに

さっきお聞きしたので、その部分を、もう一度、経緯を

お伺いしたいと思います。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 当初の計画から変わって、設置の方法とかが変わるの

ではないかというところでございますけれども、この事

業の当初の計画、目的というところでいきますと、先ほ

どもお話があったかと思いますが、児童生徒の安全・安

心な教育環境の整備、そのために市内の小・中学校に空

調設備を導入していく、また、それに併せて、富良野市

脱炭素ロードマップにおいて脱炭素社会に向けた取組と

いうところで、非化石燃料によるエネルギーの転換を率

先して行うというところで次世代エネルギー設備を導入

していく、その脱炭素社会に向けたエネルギーを供給す

る設備としての次世代エネルギー設備というところは大

きくは変わってないというふうに私どもは考えていると

ころでございます。 

 また、学校内、学校外というところの御質問もありま

したが、その部分については、いま現在では、この後、

協議というところがありますので、その場所というのも

仮定的な話になってしまうので、ここでするのがよろし

いのかというふうに思っておりますけれども、先ほど申

したとおり、次世代エネルギー導入の目的というところ

は変わっていないものと考えております。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） いま御説明いただきましたけれど

も、この新しい施設、仮定的なところなので、まだ場所

も確定しながらこういうところでと進めてはいないとい

うような形で、計画をいま持っているというふうにお聞

きしたのですけれども、液体の属性によっては、これは

廃液の処理とか、多分、さっきお聞きした反応液という

ことであれば、いま、現実的には、何かすごい強い特性

を持った反応液でなければ鉄は溶解できません。では、

物理的な廃液処理も含めて、適当な場所を考えられて、

それでこの計画を描いていらっしゃるのだとは思います

けれども、そのあたりはクリアできそうだということで

進めているというふうな認識でよろしいでしょうか。 
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○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 いま、システムの話で、鉄と水系反応液を反応させて

いく、その過程で水素を発生していくというような説明、

答弁で教育長からあったところでございます。 

 では、その廃水がどうなっていくのかというような質

問でございますけれども、いま、鉄と水系反応液を反応

させた後の廃水というのは、副産物資源として利用する

ことをいま前提として進めているというふうに伺ってい

るところでございます。また、この廃水について無害化

処理が必要な場合については、中和等の水処理を行うと

いうふうに伺っているところでございます。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 時間が押してきたので、次に進み

たいと思います。 

 次に、新しく提案されて採用するという株式会社フソ

ウ新未来テック（25ページで訂正）という会社が持って

いる無電解グリーン水素生成発電システム、先ほど少し

説明をいただきましたけれども、鉄を反応液で反応させ

て水素をつくる、つまり鉄の溶解だと思うのですけれど

も、これは、事前に、通告の後の聞き取りの中でお願い

してあったのですけれども、この反応液の中身は特許云々

というのがあるのかもしれないですけれども、属性です。

強酸性とか、強アルカリ性とか、属性についてお聞きし

ますので、それについては、特許で公開されているもの

だと思うのでお答え願うようにお伝えしてありますけれ

ども、この反応液の属性についてはどういう類いのもの

ですか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えさせていただきます。 

 水系反応液、その属性ということでございますけれど

も、酸性の液体というふうに伺っているところでござい

ます。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 酸性ということで、現実的なお話

だと思います。 

 それでは、もう一つ、仕組みのところでお伝えしてあ

る件なのですけれども、この仕組みによって、酸性の反

応液で電気をつくるに当たって、１キロワット、もしく

は、学校１校当たり7,500キロワットぐらいかかるのです

けれども、その電気を起こすのに鉄の質量はどれぐらい

材料として必要ですかというお話を、これもお伺いしま

すということでお願いしてありますけれども、それにつ

いてお答えをお願いします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 この場所で使う鉄の量についてということでございま

すけれども、化学反応が連続的に起こるような仕様の設

計をしているということで、鉄の量というのは調整する

ことが可能だというふうに伺っております。いま、御質

問をいただいています具体的な鉄の量につきましては、

この後、実証実験とかしている中で得られた数値という

のを出していくということで伺っておりますので、どれ

だけというところは、いま時点ではお答えしかねること

でございます。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） ここで、暫時休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午前11時41分 休憩 

        午前11時43分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） １点訂正させていただきます。 

 先ほど、私は、新しく取り入れる技術の会社名を株式

会社フソウ未来テックとお伝えしましたが、正式には株

式会社フソウ新未来テックという会社名です。会社名を

誤って伝えてしまいまして、申し訳ありません。 

 反応液の件ですけれども、まだこれからということで、

まだ数字がきちんと出ていないというようなお話ですけ

れども、一般論として、酸性というのは、当たり前だと

思うのですけれども、鉄を溶かせるのは酸性ぐらいのも

のだと思うので、硫酸、塩酸の類い、これで、一般論と

して、いま、工業用に実用化されている、水素を取り出

すのに実用化されているのが濃度20％から30％の塩酸に

なります。もう、かかったら即大やけどというレベルの

危険なものですけれども、これは、実際に水素を取るの

に、鉄を溶かして水素を採取するということでは実用化

のプラントもあります。 

 それで計算した場合、水素１キログラムを出すために

鉄は27.7キログラム必要です。つまり、学校１校分、約

450キログラムの水素で電気をつくれるとしたら、１校当

たり１か月12トン、４校だと50トンの鉄を、先ほど言わ
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れたプールの中につけて、50トンの鉄を溶液で溶かすと

いうシステムです。これが現実的なものなのか、そして、

これから、それが市内のどこにできるのか。 

 それで、先ほど申しました現実的に実用化されている

10％、20％以上の硫酸を使う場合、塩酸を使う場合、と

ても強力な廃液が出ます。その廃液の処理も含めて、そ

もそもそれらの安全対策ができているのか、そして、そ

れが今回の９億5,000万円の中でできるようなプラントで

あるのか、それについてこれから検証していかれるのだ

と思いますけれども、そのような課題があるということ

で、時間がなくなってきましたので、ＣＯ２のほうに移

らせていただきます。（発言する者あり） 

 いいですか、では、質問します。そのような現実です

けれども…… 

○議長（渋谷正文） 暫時休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午前11時46分 休憩 

        午前11時48分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 ここで、議会運営委員会を開催いたします。 

 休憩といたしまして、次の開催は午後１時15分といた

します。 

     ――――――――――――――― 

        午前11時48分 休憩 

        午後１時14分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 議会運営委員会を開催いたしましたので、報告を求め

ます。 

 議会運営委員長後藤英知夫議員。 

○議会運営委員長（後藤英知夫） 議会運営委員会より

報告いたします。 

 先ほど、二宮議員の再質問の際、次世代エネルギー設

備の発電方法について質問をされましたが、技術的な内

容について質問されており、その質問内容について疑義

があったため、議会運営委員会を開催いたしました。 

 二宮議員には、質問内容を再度整理して、通告に基づ

いた質問をするよう注意を行ったところであります。 

 よって、質問内容を整理して再質問するよう、委員会

として求めるものであります。 

 以上、議会運営委員会より報告いたします。 

○議長（渋谷正文） 議会運営委員長の報告のとおり、

質問の内容を整理して、改めて質問願います。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 質問を整理して、もう一度、質問

したいと思います。 

 先ほどの発電に関してですけれども、鉄と酸性の水溶

液を使うということで答弁をいただきました。 

 保管、使用、廃液の処理も含めて、そういうものにつ

いての安全の担保というものはどのようにされているか

ということをお聞きしたいと思います。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 安全性の担保ということで、新しい設備のほうのお話

ということでお答えさせていただきますけれども、先ほ

ど教育長の答弁にもあったとおり、仕組みとしては鉄に

水系の反応液を反応させて水素を発生させるというとこ

ろでございます。 

 その水素を発生する過程での反応液の熱については、

ほとんど熱さがないというか、上がってこないというこ

とで、そういった点では安全というふうに説明を受けて

いるところでございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 水溶液、そして鉄の溶解に関して

も安全を確認しながらということで、いま、お話をいた

だきました。 

 先ほど鉄というお話が出たところで、ＣＯ２の削減に

ついての再質問に移りたいと思います。 

 これは、原料に鉄を使うということなので、鉄を原料

に使って、現地ではＣＯ２の発生はないというお話を先

ほどいただきましたけれども、鉄をつくる段階でＣＯ２

はかなりの量が発生します。今回の技術的な規格自体は

鉄をつくる段階でのＣＯ２も考慮されて60％削減という

ふうな捉えをされているのか、確認をお願いします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 水素を発生させる過程で鉄を使う、その際に鉄を持っ

てくる、つくる際にＣＯ２も発生するのではないかとい

うようなところかと思いますけれども、まず、今回の技

術につきましては、水素生成から発電させるまでのプロ

セスの中ではＣＯ２を発生させないというもので、直接、

発電する際にはＣＯ２が発生しないという仕組みのもの

でございます。 

 鉄の調達というところにかかってくるのかと思います

けれども、その点につきましては、今後、実施を通じて、
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ライフスタイル全体のＣＯ２排出削減効果というのを、

事業性とのバランスを加味しながら最適な調達を進めて

いくというところでございます。 

 いま、二宮議員のおっしゃられる、何にでもＣＯ２が

発生するではないかというようなことを考えますと、社

会的にＣＯ２を削減させていくというところは、なかな

かそういう努力というところは難しくなってくるかと思

います。 

 今回の事業につきましては、発電する過程においてＣ

Ｏ２を発生させないという内容のものでございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 鉄のＣＯ２の件は了解いたしまし

た。 

 北海道電力のＣＯ２の発生量という基準もありますの

で、ぜひとも、そのあたりは考慮されて、ぜひ、いろい

ろ教えていただければと思います。 

 では、次に、５番です。 

 令和６年４月に行われたプロポーザル以降の事業進行

と技術評価の在り方について、何点か再質問させていた

だきたいと思います。 

 この技術自体、先ほど、何度かお話に出ました企業の

ほうから安定的な電気の供給が難しいという結果にはな

ってしまったのですけれども、この中で、先ほど１回目

の質問でもお話ししましたけれども、プロポーザル以降、

提案内容で事業は確実に進められているという答弁を何

度かいただいていますが、確実に進められているという

お話をされた具体的な根拠、前回の一般質問のときにも、

実際に現地を見てきたと、ただ、内容については企業秘

密ということで公開はできないけれども、現地を見てき

た、間違いないというふうにお話をお聞きしたのですけ

れども、そのときの、話せる範囲での、まず様子とか、

どういう判断をされたかということを総括して説明をい

ただければと思います。 

○議長（渋谷正文） ここで、答弁調整のため、暫時休

憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午後１時22分 休憩 

        午後１時23分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 休憩前の二宮利和議員の質問に御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） 二宮議員の再質問に

対しまして、少し質問の趣旨を教えていただきたいとい

うことでお話をさせていただきます。 

 事業が進められている、確実に進められていると。事

業自体は進められているわけですので、その経過につい

ては、昨年の議会で説明したとおりであります。 

 そこと、今回の議員の御質問でどういうふうに調査し

てきたのかと、それはちょっと意味が違うのではないの

かというふうに考えています。事業を進めるということ、

これと、実際に先進地事例だとか、そういった中身とど

ちらのほうを指しているのか、そのあたりについて教え

ていただければと、そのように考えております。 

○議長（渋谷正文） 二宮議員、お答えください。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 私の言葉足らずです。 

 内容的に言うと、その当時、例えば、東北電力も認め

ている、それで、実際に見てきたものがあって、実際に

向こうで稼働して水素が発生して電気が動いているとい

うふうなお話だけは伺ったのですけれども、それをどの

ように評価されて、どういう判断だったのか、結果的に

はそれがうまくいかなかったというものではあるのです

けれども、そのときの判断基準であったりとか判断の方

法、それについてお聞きできたらと思って質問しました。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 教育長、再度、問い返しされます

か、それとも答弁いたしますか。（「答弁させていただ

きます。」と呼ぶ者あり） 

 御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 基準という話ですけれども、これは、あくまで仕様書

に基づくプロポーザル、そういった中で必要量について

確認しながら、それが基準であります。 

 そういった中で、先進事例というのは、あくまで、そ

の基準とまた違う、規模も違いますし、そういった中で

実用化されているかどうか、そういったことで、その部

分について説明を受けているというふうなことでありま

す。 

 そういった中で、先ほど議員が言われたそういった内

容について、そのとおり説明を受けているということで、

いわゆる現地確認というふうな意味合いであります。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） そのときは現地を見られたという

ことで、自信を持って発電ができる、そういうふうに説

明を受けてということで、いま、答弁をいただきました。 

 そもそも、いまの見てこられたという大船渡の発電施

設というのは、現在も順調に稼働しているものですか。
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情報を持ち合わせていなければあれですけれども、情報

を持ち合わせていますか。（発言する者あり） 

○議長（渋谷正文） ここで、暫時休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午後１時27分 休憩 

        午後１時28分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 ただいまの二宮利和議員の質問でありますけれども、

通告の範囲外でございます。 

 改めて、質問の内容を整理して、質問をお願いいたし

ます。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 御指摘がありましたように、通告

外ということで質問を取り下げさせていただいて、次の

質問に移りたいと思います。 

 ６番目、当初のプロポーザルの内容が実現できなかっ

た点に対する認識というところで再質問させていただき

ます。 

 当初のプロポーザルで採用された技術が結果として実

現不可能であったというのが現実であるのですけれども、

プロポーザルの内容を、面積であったりとか、場所であ

ったりとか、細かいことがかなりプロポーザルの中では

決まっていました。その中で、この内容自体が、ある特

定の技術、それがいいとか悪いとかではなくて、特定の

技術、これを前提としたものではなかったのかというよ

うな、ほかの事業者が応募できないようなものであった

のではないかというふうに認識できますけれども、その

ようなことはなかったのか、お答えをお願いします。 

○議長（渋谷正文） ここで、暫時休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午後１時29分 休憩 

        午後１時35分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 ただいまの休憩は、質問の趣旨確認のため、休憩をい

たしました。 

 改めて、質問の内容を整理いたしまして、質問を願い

ます。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） 先ほどの質問を一旦取り下げさせ

ていただいて、違う質問のほうに移りたいと思います。 

 今回、プロポーザルで採用されて進んできた技術です

けれども、結果的には、その技術が１年以上たったとこ

ろでうまくいかなかったということで、大きく変更、い

まの時点でいうと変更がかかっている状態なのですけれ

ども、この件に関して、どのように総括されて、どのよ

うに、これが、再発防止というか、安定した形で続いて

いくかということにつなげていくのか、その認識をお伺

いします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 二宮議員の再質問に

お答えいたします。 

 いま、議員のほうで大きな変更ということで言われて

おりますけれども、今回、この後も次世代エネルギーの

設備ということでは変更はないものと考えておりますし、

そもそもこの次世代エネルギー設備の導入というところ

でいけば、化石燃料に頼らない設備を設置して電力を送

り出してもらうというものでございますので、大きな変

更はないものと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ９番二宮利和議員。 

○９番（二宮利和） これが最後の質問になります。 

 いま御答弁いただきましたように、内容的には、発電

の方法とか、場所とか、様々な変更をしているのですけ

れども、これは大きな変更ではないという認識でお話を

いただきました。 

 その認識でよろしいですか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） 二宮議員の御質問に

お答えいたします。 

 基本的に、この事業というのは、議員も御承知のとお

り、第一に子供たちの教育環境、これをしっかり整備し

ていくということ、当然、その中で空調設備を稼働させ

るということは大きなエネルギーを使うということ、と

いうことは、環境に負荷がかかっていくというふうなこ

とで、それを可能な限り軽減する、そういった中での次

世代エネルギーいうことで、まず、１点目、その考え方

に変更はないということが１点あります。 

 それと、もう一点、そういった中でプロポーザルがあ

ったわけですけれども、その中で、次世代エネルギー、

いろいろな手法があります。ですから、先ほどから議員

がおっしゃっている水素に限った話ではない、もう一つ

は、水素の生成の方法についてもいろいろな手法がある、

そういった中で、プロポーザルで、１者、手を挙げてい

ただいたということであります。基本的な考え方として、

水素を生成して、発電して、それを脱炭素エネルギーと

して、非化石燃料エネルギーとして活用する、この本質

は変わらないというふうなことがあります。 
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 一つだけ、水素の生成について、より改良を加えて、

国際特許申請中というふうに言われておりますけれども、

そういった中、そしてまた、大阪・関西万博、そういっ

た中でも実証展示が行われているというふうなことで、

客観的な事実ではありますけれども、そういった中で、

基本的な考え方が変質しないような形の中で進めていく

というふうなことでありまして、大きな変更があるとか、

変更が全くないとか、そういったことではなくて、現時

点で一番よい方法、先進的な方法、そういったものを判

断すべきときに判断して進めていくというふうな考え方

でございますので、そのように御理解いただければと思

います。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（渋谷正文） 以上で、二宮利和議員の質問は終

了いたしました。 

 ここで、暫時休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午後１時41分 休憩 

        午後１時42分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 次に、天日公子議員の質問を行います。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） -登壇- 

 通告に従い、順次、質問いたします。 

 １件目、交通安全対策について。 

 １項目、電動キックボードの安全対策について。 

 最近は、メディアで電動キックボード利用者のマナー

違反の報道があり、危険な乗り物であると思わざるを得

ないことが多いです。富良野市ではまだ目にすることは

ない状況なので、あまり身近に感じていませんでしたが、

昨年から美瑛町でオーバーツーリズム対策の一環として

移動の選択肢を増やす目的で観光客向けに導入されてお

り、観光地である富良野市もいずれ電動キックボードに

対する対策が求められるときが来るのではないかと思っ

ております。 

 現在、大手企業が提供している電動キックボードにつ

いて、危険な乗り方を避けるためにいろいろと対策を取

っているようですが、まだ十分ではなく、企業としての

対応と利用者の乗り方が問われています。富良野市とし

ても、電動キックボードに対して事前の安全対策を取る

ことが必要と思います。 

 質問。 

 2023年７月１日より、改正道路交通法により、電動キ

ックボードの取扱いが変わりました。 

 １点目、電動キックボード導入の環境整備において、

課題をどのように捉えているのか。 

 ２点目、電動キックボード利活用は企業の進出から始

まりますが、環境整備ができてからの時期を見た導入が

適当と思います。事前に企業進出対策が必要ではないか

と思われます。利便性だけではない、市民の交通安全に

重きを置いた対策をされるのが重要です。見解をお伺い

いたします。 

 ２件目、通学時のヘルメット着用について。 

 １項目、通学時のヘルメット着用について。 

 2023年４月１日より、改正道路交通法が施行され、自

転車乗車時のヘルメット着用が努力義務化となりました。

それ以前も、13歳未満の子供についてはヘルメットの着

用が努力義務とされていましたが、現在は全ての人が対

象となります。 

 こうした改正が行われた背景には、自転車による死亡

事故のおよそ７割が頭部に致命傷を負っているという事

実があり、また、ヘルメットを着用していない場合の致

死率は、ヘルメットを着用している場合と比べ、約2.3

倍に高まるというデータもあり、痛ましい事故を防ぐた

めにも自転車乗車中のヘルメット着用が求められていま

した。 

 令和５年２月22日に開催されている富良野市交通安全

推進協議会議事録の中で、富良野警察署の交通課長が、

自転車事故について、富良野警察署管内では、昨年６件、

これは令和４年のことだと思いますが、市内では４件あ

った、その中で頭を打ったものは１件、ヘルメットは全

員未着用だった、北海道ではヘルメット着用10％を切っ

ている状況、何かあったときに自分を守るということか

ら着用をしていただきたいと、ヘルメット着用推進を促

しています。 

 また、令和６年富良野市交通事故発生状況資料には、

令和６年１月１日から12月31日の間には、自転車事故が

急増し、特に15歳以下の学生が占めて、ヘルメットは全

員非着用とあり、自転車乗車中事故として小学生２名、

中学生２名となっておりました。通学時ではないかもし

れませんが、自転車事故は小・中学生に起きております。 

 私の今回の質問は、中学生の自転車通学時におけるヘ

ルメットの着用についてでありますので、朝の自転車通

学の状況を見てみますと、高校生の場合は、誰一人、ヘ

ルメットは着用しておらず、市内中学生は何人かは着用

されていましたが、見たところ、大方が着用されており

ませんでした。 

 「めざせ 交通事故ゼロのまち ふらの」を掲げてい

る富良野市として、自転車乗車中のヘルメットの着用は

市民全体に普及していかなければなりませんが、特に、

中学生には、学校の中での自転車事故を発生させない啓
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発教育だけではなく、起きた場合の頭の衝撃減少対策と

してヘルメット着用が必要ではないかと思います。警察

でもヘルメット着用を推進していることは交通安全推進

協議会でも共通認識となっていることと思いますので、

せめて、義務教育中の中学生の自転車通学時のヘルメッ

ト着用は、命を守る安全対策として必須と捉えていただ

きたいと思います。 

 質問。 

 自転車のヘルメット着用は２年前から努力義務である。

小学生の着用は行き届いているが、中学生は少人数が着

用している状態である。 

 １点目、特に、中学生の自転車通学においてのヘルメ

ット着用は必要であると思うが、着用されていない現状

をどのように捉えているのか、当市としての今後の方針

についてお伺いいたします。 

 ２点目、中学生のヘルメット着用向上に向けて、購入

時の補助制度は有効と思います。見解をお伺いいたしま

す。 

 ３件目、高等学校バス通学費補助金について。 

 １項目め、高等学校バス通学費補助金の補助率引上げ

について質問いたします。 

 私は、令和３年第３回定例会で、市内高等学校バス通

学費の補助拡大について質問しております。その結果、

40％の補助率が50％になり、親の経済的負担は軽減され

ました。今回は、その継続の質問をしてまいります。 

 今年度から、市内の二つの高校は少子化及び市外高校

への流出などで統合されて、新たな富良野高等学校とし

てスタートしています。これからも、唯一の地元高校で

ありますので、大事にしていくことに全力を注いでいく

べきと思っております。 

 富良野市では、第６次総合計画において、市内高校の

魅力づくりと生徒の確保を掲げ、第１次富良野市教育振

興基本計画の高校教育推進の中に、市内の中学校卒業者

が市内の高等学校への進学率の令和７年度目標値を75％

としております。また、富良野市教育推進計画でも、「富

良野市内の高等学校２校が再編され新設校として開校す

るにあたり、教育活動の充実による魅力的で地域から求

められる高校づくりに向けて、協力支援を進めてまいり

ます」とあります。 

 市内の中学校卒業者が富良野市内の高等学校への進学

率を令和７年度目標値75％、魅力的で地域から求められ

る高校づくりが掲げられ、これらにおいてはいろいろな

施策、取組が考えられておりますが、東山・麓郷方面か

ら通っている高校生の通学バスの補助制度の充実は富良

野市内の高等学校入学を高める方法と思っております。 

 前回の質問のときの経済的負担の事例として東山を挙

げましたが、通学バス定期料金については、前回質問し

たときと変わりなく、東山１か月定期１万6,620円、３か

月定期４万7,370円、麓郷は１か月定期１万6,380円、３

か月定期４万6,680円となっており、東山とあまり差はあ

りません。東山の場合50％補助で、１か月定期8,310円、

３か月定期２万3,685円になり、ほかに20日間ぐらいのコ

ミュニティーカー代月2,000円ほどがかかりますので、年

にすると11万円から12万円となり、３年間で34万円から

36万円が親の負担となって、10％の軽減は助かっていま

す。 

 私は、東山・麓郷方面から富良野高校に通う生徒は時

間的な制限やバス代の負担が多くあり、せめて同じ富良

野市に住んで富良野高校に通う生徒には、地域格差負担

を、少しでも不公平感を取り除いていくことが必要だと

思っております。生徒は、一度、富良野市を出ることが

あっても、富良野市にまた戻って来てもらえるような状

況をいまからつくっていくことが大事ではないかと思い

ます。富良野高校に通う生徒の通学バス補助率は、富良

野市独自方式で実施していくべきと考え、質問いたしま

す。 

 質問。 

 現在、市内高等学校バス通学において、バス料金の50％

が補助されています。市内高校に通う高校生を公平、公

正に取り扱うことが大事であります。富良野高等学校バ

ス通学補助率増について、今後、補助率100％に取り組む

べきと考えます。また、来年度から10ポイントずつの増

額を期待して、見解をお伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 北猛俊市長。 

○市長（北猛俊） -登壇- 

 天日議員の御質問にお答えします。 

 １件目の交通安全対策についての１点目、電動キック

ボードの安全対策についてでありますが、令和５年７月

１日に施行された改正道路交通法により、一定要件を満

たす電動キックボードは特定小型原動機付自転車として

新たに位置づけられ、16歳以上であれば運転免許が不要

で、条件つきながら歩道や路側帯の通行も可能となりま

した。また、ヘルメットの着用は努力義務に緩和される

など、より手軽に利用できる環境となりました。 

 一方で、こうした規制緩和により、歩行者や他の交通

参加者との接触リスクが高まることの懸念から、交通安

全対策の強化が求められており、利用者が交通ルールを

守り、安全に利用いただくための啓発活動が必要である

と認識しております。 

 次に、電動キックボードのサービスが開始される場合

の対応につきましては、事業者に対し、地域の交通環境

や安全性への理解を深めていただけるよう、その対策に

ついて検討してまいります。 

 また、利用者に対しましては、交通ルールを遵守し、

危険行為のない安全な利用などについて啓発活動を行い
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ながら、市民などの安全確保に向けて、関係機関と連携

し、交通安全対策に努めてまいります。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続けて、御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） -登壇- 

 天日議員の御質問にお答えいたします。 

 ２件目の通学時のヘルメット着用についてであります

が、本市の中学校におけるヘルメット着用率は低調であ

ると認識しております。 

 改正道路交通法の施行により、全ての自転車利用者の

ヘルメット着用が努力義務となっていることから、これ

までも着用を推奨してまいりましたが、交通安全教育の

観点からも、改めて、各学校に対し、自転車通学許可の

条件等にヘルメット着用の義務づけ、または自転車通学

届出等にヘルメットの着用に関する項目を加えるなど、

着用率向上の取組の実施を呼びかけてまいります。 

 また、通学時におけるヘルメット着用の普及に向けた

支援につきましては、市内の小学１年生を対象とした助

成を交通安全協議会が実施しているところでございます

が、中学生に対しましては他市の状況等を調査研究して

まいります。 

 ３件目の高等学校バス通学費補助金についての高等学

校バス通学費補助金の補助率引上げについてであります

が、本事業につきましては、市内の高等学校にバスで通

学する生徒を持つ保護者の負担軽減を目的として、学校

まで遠距離の高校生が通学のためにバスを利用する際の

交通費の一部を補助するものであり、補助率につきまし

ては、定期券または回数券の購入費の50％以内としてお

ります。 

 本事業の趣旨は、通学に要する負担軽減であり、定期

券は通学以外にも利用可能なことから補助率は妥当と考

えておりますが、支援の在り方について、今後も検討し

てまいります。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 再質問ございませんか。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） １点目の電動キックボードについ

ての環境整備について質問いたします。 

 これにつきましては、いま答弁いただきまして、交通

ルールを徹底させるということをお話しいただきました。

私も、それは当然であると思っておりましたが、ただ、

先ほど一般質問の中で話しましたが、何となく、やはり

恐ろしい乗り物であるような感じを持っております。そ

れを私たちが新しい乗り物として受け入れていかなけれ

ばならないという思いもありますけれども、そこのとこ

ろは、一般の市民の人に、キックボードによって一般の

人の交通安全が脅かされることがないように、改めて、

強く指導と、それから環境整備をしていただきたいと思

っております。 

 あと、それから、環境整備においては関係機関と打合

せをしていくと言っておりましたが、この関係機関とは

どういうことなのか、改めてお聞きいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 北川善人市民生活部長。 

○市民生活部長（北川善人） 天日議員の再質問にお答

えいたします。 

 前段、環境整備についてのお話もございましたけれど

も、関係機関と連携しながら交通安全対策、啓発活動を

行っていくということでお答えさせていただいておりま

して、その関係機関というのは、やはり、取締り機関、

道路交通法になりますので、取締り機関は警察というこ

とになります。まず、警察と、あと、富良野市交通安全

協会、富良野市交通安全推進協議会がそれぞれございま

す。富良野市交通安全指導員会を含めて、そういった関

係団体というのがございますので、そちらのほうと、現

在も、啓発のチラシとか交通安全教室とか、そういった

取組をしておりますので、そういった機関を使いながら

一緒に考えていきたいというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） このキックボード対策については、

まだ富良野市に来ておりませんので、これからの対策と

いうことになっていくと思っております。 

 こういう議会では、やはり、物事があって、対応とい

うのは先々に計画を持ってやるということが順番づけさ

せられておりますが、このキックボード対策におきまし

ても、早い時期から取り組んで対策をしていただきたい

と思っております。 

 よろしいでしょうか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 北川善人市民生活部長。 

○市民生活部長（北川善人） 天日議員の再質問にお答

えいたします。 

 まだ、富良野市には、電動キックボード、レンタル事

業者を含めて来ておりませんけれども、美瑛町では令和

６年から参入されたということで、新聞の報道では、目

標値の２割程度の利用だったというふうな総括がされて

おります。いま現在、観光業界を含めて、こういった電

動キックボードの導入についてのお話というのは私ども

のほうにはない状態でございますけれども、これは、道

路交通法が改正されたときにも、警察庁のほうで、こう

いった新しい電動キックボードの部分につきましては、

ガイドラインというのが出されております。そういった

ところでは、事業者としても、利用者の安全利用につい
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て、それからリスク管理の徹底というものを、しっかり

とレンタルするときに教育してくださいというようなこ

とが書かれております。そういった部分では、レンタル

事業者も責任を持って貸出し業務を行わなければならな

いということもございますし、私どもといたしましても、

電動キックボードに限らず、自転車でもそうですけれど

も、接触事故というのが見受けられるということもござ

いますので、引き続き、そういったところは啓発してい

きたいと思っておりますし、電動キックボード、実は、

時速６キロメートル以下で最高速度の表示灯をつけてい

れば、自転車及び歩行者専用の標識がある歩道、富良野

では国道38号線の生協前から北の峰の端ぐらいまで、そ

れから、国道237号線のフォーレストから西中学校前、そ

れから、市道では大沼通ということで東中学校の前、そ

この一部にこの標識がございます。そこの部分につきま

しては、一時的に乗り入れというのは可能になってきま

すけれども、あくまでも幅の広い歩道になっております

ので、もちろん歩行者優先ということでルール化されて

おりますので、そういった部分も周知しながら交通安全

対策については努めていきたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） ２件目の中学生通学時のヘルメッ

ト着用につきましては、今回の答弁で、子供はヘルメッ

トをかぶるのを大変嫌がるかと思います。でも、命の安

全を考えた場合は、やはりヘルメット着用ということが

大事で、それに教育委員会が義務化するということで答

えてくれたということは、親としては大変ありがたいこ

とだと思っております。 

 それから、助成につきましては、今後、他市を参考に

して考えるということで、了解いたしました。 

 私は、そういう感想であります。 

 答弁いただけますか。 

○議長（渋谷正文） 答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 天日議員の再質問に

お答えいたします。 

 天日議員もおっしゃられるとおり、やはり、私も、日

頃、朝の通勤の際とかに子供たちの様子というのは見て

いるところなのですけれども、御指摘のとおり、中学生

が自転車に乗っているときのヘルメットの着用というの

が本当に少ないというところは、私も認識しているとこ

ろであります。命の安全というところを考えれば、容姿、

格好、そういったところを気にする年頃だとは思います

けれども、やはり、命の大切さというところは、交通安

全教育の中でやっていくことはこれからも継続していき

ますし、また、命の部分でいきますと、道徳の時間です

とか、そういった時間を活用しながらでも進めていきた

いと思っております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） ３件目の質問であります。 

 今後について、負担軽減を支援することを検討すると

いう答弁でありました。 

 これにつきまして、私は、まず、今後、この軽減を100％

に取り組むべきではないかというふうに思っております。

この件についてはいかがでしょうか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 天日議員の再質問に

お答えいたします。 

 高等学校バス通学費の補助について、現在50％の補助

ということで出している、このものを100％に持っていっ

てはどうかという御質問でございます。 

 高校も、先ほどお話があったとおり、令和７年４月か

ら市内１校となっております。この間、高校の魅力化づ

くりですとか、そういった議論もやってきておりますし、

もっと言いますと、それ以前より、高校と中学校のいま、

検討する、学校経営の協議会というのを持っておりまし

て、市内の高校に地元で育った子供たちが進学していく

というところで、目標も掲げながら進めているところで

ございます。そういったところで、また支援の仕方とい

うのは話が出てくるのかと思っております。 

 ただ、補助100％という考え方になりますと、なかなか、

バスを通学だけに使うのか、通学以外に使うこともある

のではないか、また、100％ということになると、今度、

もしかしたら使うかもしれない、そういった助成という

か、助成の使い方というところも発生することも少し考

えていかなければならないと思っております。 

 いずれにしましても、市内に育つ子供たちが高校に進

むためにどういった支援が必要かというところは、今後

も、様々な場面で検討していかなければならないと思っ

ておりますし、先ほどの御質問の100％ではどうかという

ところでいきますと、なかなか満度の補助というのは考

え難いかと思っているところでございます。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） 計画は大きいほうがいいかと思っ

ておりまして、目指す姿は100％ということで、段階的に

通学費を軽減していくというのがやはり大事なことだと

思っておりますし、教育委員会もそのように考えている

と思っております。 
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 いかがでしょうか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 佐藤保教育委員会教育部長。 

○教育委員会教育部長（佐藤保） 天日議員の再質問に

お答えいたします。 

 目標は大きく、段階的にというところかと思いますが、

先ほど答弁を私のほうでさせていただきましたけれども、

子供たちにとって、親御さんにも、間接的にはそうなっ

てくるのかと思いますけれども、どういった支援が効果

的か、必要なのかというところは考えながら、支援の仕

方というのは進めていかなければならないと思っており

ます。その中で、段階的という話が出てくるのか、それ

とも、ここまでというところなのかというのはあります

けれども、いずれにしても、そういったところは検討し

ていかなければならないというふうに思っておりますし、

地元の学校に進学していくのが先ほど75％というお話も

ありましたが、いま、70％を少し切っている状況も、沿

線を含めてですけれども、ございますので、少しでも進

学が増えるようになっていけばというふうに、そういっ

たことを含めて進めていかなければならないと思ってお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） お話をお伺いして、理解いたしま

した。 

 それで、段階的に、100％は無理でも、いま、いろいろ

な支援を考えていくという中の一つとして、通学バスの

支援については、ごく早い段階に取り組んでいただけた

らと思っております。していただければと思いますので、

教育長、市長が答えていただければ大変ありがたいです。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） 天日議員の再質問に、

まず、私のほうからお答えさせていただきたいと思いま

す。 

 高校の魅力化、そして、そういった中で進学率を上げ

ていくということは、地域を担う人材をしっかりと地域

で育てるということにつながっていくと思います。そう

いった意味で、バス通学、これについての支援を行って

いるわけですけれども、どんどん少子化が進んでおりま

して、特に農村部についてはかなり厳しい状況と伺って

おりますので、そういった認識の中で、時間をかけると

いうふうなことではなくて、早い段階で、どういった形

がいいのか、これも多面的に考えていく必要があると思

います。 

 特に、バスに関しては、都市部のように頻繁にバスが

通っているとか、そういった状況ではありませんので、

そういった中で多様な交通機関の使い方、そういったも

のも含めて、それぞれの地域格差が、議員のおっしゃる

ように、ないような形に努めていきたい、そのように考

えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 12番天日公子議員。 

○12番（天日公子） いま、早い段階で取り組んでいた

だけるというお話をいただきまして、大変よかったと思

っております。 

 また、次の機会がありましたら、質問させていただき

ますので、これで質問を終わらせていただきます。 

○議長（渋谷正文） 以上で、天日公子議員の質問は終

了いたしました。 

 ここで、午後２時25分まで休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午後２時18分 休憩 

        午後２時24分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 次に、関野常勝議員の質問を行います。 

 ６番関野常勝議員。 

○６番（関野常勝） -登壇- 

 さきの通告に従い、水道行政についての一般質問を市

長にお伺いいたします。 

 近年、全国各地で相次ぐ水道管の老朽化のトラブルが

発生し、報道されております。先日、６月５日にも岩見

沢市で大規模な漏水が発生いたしました。420世帯が断水

となったことを記憶しております。原因としては、水道

管の破損であり、耐用年数は超えていないものの、地盤

は軟弱であり、水道管に負担がかかったと見られており

ます。このことから、漏水の原因については、管路の老

朽化によることとは限らず、管路の材質や埋設状況など

様々な影響が関与しております。 

 また、記憶が新しい本年１月28日の埼玉県八潮市の道

路陥没事故は、深さ約５メートルの穴が開き、トラック

が転落いたしました。陥没は、地下約10メートルを通る

下水道が破損し、管内に土砂を引き込んだことが原因と

されております。さらに、安否の確認が心配されていま

したトラックの運転手は先日亡くなられ、大変痛ましい

事故となりました。 

 今回の陥没事故で、元消防士を務められた危機管理防

災アドバイザーの方の役割、また、活躍には大変大きな

ものと痛感いたしました。実際に現場に関わり、また、

行かれ、状況分析を行い、地盤の弱さ、救助に当たって

の難しさを訴え、特に、下水道は行政自らの力でとめる
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ことができない難しいポイントになっていると報告され

ております。 

 県では、この復旧工事にかなり時間がかかり、１年か

２年を要する、また、工事には約41億円と、大規模な事

故になりましたが、この事故対応は合計で189億円の損害

額となることも報道されております。 

 このような陥没事故に対して、道内でも、2021年、三

笠市でも発生しております。特に地盤工学に詳しい専門

家は、北海道では、凍上現象といって、寒気によって土

壌が凍結し、地中に形成された氷により地盤が膨らんだ

り縮んだりすることがあるので、本州よりも管の老朽化

のスピードが速くなるとの見方もしております。 

 そのような中で、2024年１月に起きました能登半島地

震の教訓を踏まえ、国は、災害時においても上下水道シ

ステムの機能を維持するために重要となる施設の耐震化

状況を、全国の自治体を対象に緊急点検を行い、2024年

３月末時点の上下水道の耐震状況をまとめられました。

その結果、避難所や災害時の拠点となる自治体庁舎など

の重要施設のうち、上下水道が両方とも耐震化されてい

る施設は上川管内に１か所もなく、全国の耐震化率は15％

であるのに対して道内は５％にとどまるなど、多くの自

治体で水道施設の耐震化が進んでいない実態が浮き彫り

になりました。 

 今回の質問の件名、上下水道事業は市民生活に直結す

る重要なインフラであります。蛇口をひねると水が出る

という当たり前のことが日常となっている現在、市政執

行方針にもありますけれども、道路改良工事に伴う配水

管の移設工事や老朽化する施設の適切な維持管理に努め、

安全で安心な飲料水を供給していくことが将来にわたり

求められております。また、このことを継続するに当た

っては、市民への安心にもつながります。 

 そこで、１項目、上下水道管の老朽化について、４点

質問をいたします。 

 １点目、上下水道管の法定耐用年数は上水道で40年、

下水道で50年と定められておりますけれども、耐用年数

を超えた水道管路の割合と更新率についてお伺いいたし

ます。 

 ２点目、老朽化した上下水道管路の更新については、

全国的な重要課題であります。今後の更新計画について

お伺いいたします。 

 ３点目、ここ数年間の漏水件数の増減についてお伺い

いたします。 

 ４点目、上下水道管路の調査の内容と方法について伺

います。 

 次に、２項目の上下水道施設及び上下水道管路の耐震

化について、２点お伺いいたします。 

 １点目、国は、能登半島地震を受け、全国の自治体を

対象に緊急点検を求め、その結果を2024年11月に公表さ

れております。その中で、道内における耐震化率は全国

より下回っておりますが、当市の耐震化の状況はどうだ

ったのか、また、重要施設の箇所数と施設名についてお

伺いいたします。 

 ２点目、国は、2025年１月末までの策定を求めていた

上下水道耐震化計画の計画内容についてお伺いいたしま

す。 

 以上で、１回目の質問を終わります。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 北猛俊市長。 

○市長（北猛俊） -登壇- 

 関野議員の御質問にお答えします。 

 下水道事業についての１点目、上下水道管の老朽化に

ついてでありますが、耐用年数を超えた管路は、令和６

年度末で、上水道は約33.8キロメートルで全体の22％、

令和６年度の管路更新率は0.4％、簡易水道は25.8キロメ

ートルで全体の46.7％、管路更新率はゼロ％であり、耐

用年数を超えた下水道管はありません。 

 次に、今後の老朽管の更新計画についてでありますが、

古い上下水道管から順に全てを更新することは総延長や

工事費の高騰などの理由から困難であるため、重要な施

設に接続する管路や基幹となる管路、漏水や不明水の浸

入が多いと考えられる管路など、優先度の高いものから

順次更新してまいります。 

 次に、漏水の件数につきましては、ここ数年、大きな

変動はありませんが、水使用の少ない夜間の水量が増加

してきていることから、水道管の老朽化に伴い、漏水が

増えていく傾向にあると考えられます。 

 次に、上下水道管の調査内容と方法についてでありま

すが、水道管は、漏水の可能性が高い地点を選定し、漏

水調査を実施しており、調査方法については、夜間に路

面音聴調査などにより漏水箇所を調査しております。 

 下水道管につきましては、管内を、カメラなどの機材

を活用し、不明水の浸入箇所や破損の有無について調査

を実施しております。 

 ２点目の上下水道施設及び上下水道管路の耐震化につ

いてでありますが、上下水道施設は、災害時においても

水道と下水道の両方の機能を確保することが重要であり、

上下水道施設においてその機能を失えば全体が機能を失

う急所施設や、病院、避難所等の重要施設に接続する上

下水道管路の耐震化が求められております。 

 本市の上下水道の急所施設は浄水場、配水池、下水処

理場などの施設、重要施設は病院など３か所と、防災拠

点となる複合庁舎や避難所となる学校などの施設の18か

所であり、これらの重要施設に接続する水道管延長は約

15キロメートルで耐震化率は43％、下水道管延長は約12

キロメートルで耐震化率はゼロ％であります。 

 次に、本市の上下水道耐震化計画につきましては、今
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後、おおむね50年で耐震化を完了することを目指し、令

和７年度から令和11年度の５年間において、被災時に極

めて大きな影響を及ぼす急所施設の耐震化、病院などの

重要施設に接続する上下水道管路の耐震化を進めること

を目標とした計画を策定しております。 

 近年、激甚化する災害時においても上下水道機能を確

保していくためには、上下水道施設の耐震化、更新が急

務でありますが、近年の労務単価、資材費等の高騰によ

る工事費上昇により莫大な事業費が必要となることから、

料金・使用料設定や財政状況を勘案しながら実施してま

いります。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 再質問ございませんか。 

 ６番関野常勝議員。 

○６番（関野常勝） それでは、再質問させていただき

ます。 

 １項目めの上下水道管の老朽化についての１点目、耐

用年数を超えた水道管路の割合と更新率についての質問

の答弁でありましたけれども、延長で33.8キロメートル、

耐用年数を超えたものが22％、また更新率は0.4％という

令和６年度の数字でありましたけれども、現在、当市は

類似団体と同程度の更新率となっておりますが、更新が

進まない、この要因についてお伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 西出正人建設水道部長。 

○建設水道部長（西出正人） 関野議員の再質問にお答

えいたします。 

 老朽管の更新が進んでいない理由についての御質問か

というふうに思います。 

 上下水道の設備は、市民生活を営む上で重要なインフ

ラ設備であると考えております。議員も御承知のように、

上下水道事業につきましては、企業会計でありまして、

一般会計からの補助金などの歳入がありますけれども、

料金、使用料で維持管理や施設の改修経費を賄う独立採

算制が基本となっております。令和６年度に経営戦略の

改定を行い、その中でも、今後の経営について検討して

おりますけれども、人口の減少などによる料金・使用料

収入の減少などによりまして、財源が不足してくること

が大きな要因となっております。 

 一方、更新が必要となる施設の増加、耐震化への対応

など、必要となる事業費の増加もあることから、上下水

道事業を安定的に経営していくために、適切な料金、使

用料についても今後検討が必要かというふうに考えてお

ります。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ６番関野常勝議員。 

○６番（関野常勝） ただいまの質問は了解いたしまし

た。 

 次の質問に移ります。 

 １項目めの３点目のここ数年間の漏水件数の増減につ

いてでありますけれども、答弁におきましては、漏水の

件数に変動がないということでありますが、夜間の水量

が多くなっているということで答弁をいただきました。 

 これにつきまして、今後どのように考えているのか、

その対策についてお伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 西出正人建設水道部長。 

○建設水道部長（西出正人） 関野議員の再質問にお答

えいたします。 

 漏水について、夜間水量が多くなっていることの今後

の対策といったところの御質問かと思います。 

 漏水の件数につきましては、調査で発見できる部分に

ついて当然修理をしていくところでございますけれども、

発見できない部分などもありまして、そういった意味で

は、対応している部分の件数というのは、ここ数年、変

わっていないというのが実情でございます。 

 ただ、夜間水量が多くなるということは、水道管の老

朽化ですとか破損によって漏水が発生し、極端なこと言

えば、蛇口を全部閉めても、夜間でも水の流れが続いて

いるといったところが考えられるというふうに思います。 

 夜間の使用水量が多くなるということは、漏水という

ことで、対策といたしましては、老朽化の更新を順次進

めていくことが根本の対策ということになると考えてお

りますけれども、市長答弁にもございましたように、老

朽管の更新は財政などの課題からなかなか進んでいない

のが現状であります。現在は、漏水調査を行う中で、漏

水箇所を特定していきながら修繕を行うことにより対応

しているといったところが現在の状況でございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ６番関野常勝議員。 

○６番（関野常勝） いまの点は了解いたしました。 

 それでは、次の質問に入ります。 

 １項目の上下水道の老朽化についての４点目の上下水

道管路の調査の内容についてでありますけれども、いろ

いろ、深夜の体制づくりとか、大変御苦労されていると

いうのは了解いたします。 

 音聴調査ということを行っていると答弁いただきまし

たが、それ以外に有効な調査を行っている自治体もある

ようですけれども、本市の今後における取組について考

えがあればお伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 西出正人建設水道部長。 

○建設水道部長（西出正人） 関野議員の再質問にお答

えいたします。 
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 漏水検査に関わる内容についての御質問かというふう

に思います。 

 現在行っている漏水調査につきましては、先ほどあり

ましたように、路面の音聴調査というのを行っておりま

す。こちらにつきましては、漏水の探知機によりまして、

道路下に埋設されている水道管を音で拾いながら漏水音

を発見するといったものになります。 

 関野議員が新しいというか、違った技術と言ったとこ

ろにつきましては、例えば、人工衛星やＡＩを使ったよ

うな技術などというのも、昨今は、発表というか、採用

しているところもあります。そういった人工衛星ですと

かＡＩというのは、例えば、人工衛星でありますと、人

工衛星からの電波を利用し、その跳ね返りによって地下

の水の位置を特定して、地下水との判別を行いながら漏

水の箇所を探るといったものですけれども、半径約100

メートル程度の漏水の位置を把握するといったところで、

さらに絞っていくに当たっては、同じように音聴の検査

を併用しながら行っていって、特定の箇所を絞っていく

ということになるかというふうに思っております。 

 現在の音聴調査も効率がよくなってくるように技術も

上がってきている、そういったことを採用しております

けれども、人工衛星の新しい技術を利用した調査を併用

することで効率はさらに上がるものかというふうには考

えられますけれども、技術の進展を見極めるといったと

ころ、また、新しい技術につきましては費用も多額なも

のがかかりますので、費用対効果なども考えながら、今

後も情報収集を進めながら、効果ですとか効率、コスト、

そういったものを見極めて調査方法について検討して採

用していきたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ６番関野常勝議員。 

○６番（関野常勝） 調査のほうは、いま有効であると

いうことでありますが、今後の取組へ期待するところで

ございます。 

 次に、２項目めの上下水道施設及び上下水道管路の耐

震化について、１点目、２点目の前提について質問させ

ていただきます。 

 いろいろ経営費とかを比較いたしまして、るる説明を

いただきました。答弁におきましては、耐震化には膨大

な事業費が必要になるということでありますが、重要施

設に接続する水道管の更新には国の補助制度を活用して

いる自治体もあります。 

 そこで、本市でこの活用を考えることは必要だと思い

ますけれども、その考え方についてお伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 西出正人建設水道部長。 

○建設水道部長（西出正人） 関野議員の再質問にお答

えいたします。 

 重要施設に接続する老朽管の更新、耐震化といったも

のに対する国の補助制度の活用といった御質問かという

ふうに思います。 

 重要施設に接続する水道管更新に係る国の補助事業の

活用につきましては、水道管の耐震化の事業費、先ほど

答弁もありましたとおり、非常に膨大な予算規模が必要

となってまいります。その財源につきましては、もちろ

ん国などの補助事業メニューの採択基準、補助要件など

に合致するものにつきましては積極的に取り入れながら、

市費の財源の負担を軽減するということを考えて補助事

業を使っていきたいと考えております。 

 そういったことで財源を確保する中で、安全・安心な

水道の供給に努めてまいりたいというふうに考えており

ます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 ６番関野常勝議員。 

○６番（関野常勝） ただいまの答弁、補助制度の活用

につきましては、とても前向きな答弁だったというふう

に受け止めました。ぜひ、この活用を前向きに検討して

いただきたいと思います。 

 私の質問は、これで終わります。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 以上で、関野常勝議員の質問は終

了いたしました。 

 ここで、暫時休憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午後２時48分 休憩 

        午後２時49分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 次に、大栗民江議員の質問を行います。 

 11番大栗民江議員。 

○11番（大栗民江） -登壇- 

 こんにちは。 

 通告に従い、一般質問します。 

 １件目、若者世代を応援する取組についてお伺いしま

す。 

 １項目め、結婚新生活支援事業の取組についてです。 

 この内容については、平成28年第３回定例会、令和３

年第１回定例会、令和４年第１回定例会に続き、４度目

の質問になります。 

 令和３年には、市長より、市で持っている既存の事業

とどういうふうに合わせていくのかまだ明確になってい

ないので、少し研究して、提案の支援の在り方にも取り
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組めるように検討していきたいとの御答弁をいただきま

した。 

 私は、令和４年に、結婚は市民生活部、妊娠は保健福

祉部、住宅は建設水道部、子育ては教育委員会と、横断

的というより、縦割り、縦断的かと感じています。地域

の少子化対策の取組支援にこども家庭庁から出ている交

付金ですので、少子化対策の入り口となる結婚支援も担

当部署はどこでもいいので進めていくべきではないかと

の質問内容には、市長より、富良野全体として、住む環

境としては土地が高い、家賃が高いということで、住み

づらさというか、その分の収入を確保するという意味か

ら大変厳しい環境もいま生まれていると捉えている、そ

ういった中で、新婚世代だけではなく、子育てに集中し

ている世代、中堅として富良野においでいただける方々、

そういった方々に対しても住みやすさを提供するという

意味から、土地代あるいは家賃という部分については支

援が必要な状況にあると理解させていただいている、た

だ、その中で、各世代に不公平感なく取組を事業として

組み立てるにはどういったことが必要か、総合的に判断

させていただきながら制度として組み立てていきたい、

いま検討に入ったというところですので、御理解をいた

だきたいとの御答弁がありました。 

 先日、市内の親世代から、息子さんの結婚が決まり、

２人が住むマンションの敷金が結構高くて、中富良野町

にはあるけれども、富良野市は結婚新生活支援事業はま

だ行っていないのですね、なぜなのでしょうかとのお声

を頂戴しました。 

 私は、いま一度、北海道が子ども政策局で取り組んで

いる結婚新生活支援事業を調べてみると、66の市町村で

実施中の支援事業内容が公表されていました。新生活の

スタートアップに係る家賃や引っ越し費用の支援をする

この制度は、支給要件を満たせば最低でも30万円、最大

60万円が支給されるという事業でありますが、中には、

支給要件を緩和し、支給金額もさらに上乗せして取り組

んでいる市町村も多々ありました。 

 富良野市は、令和５年の統計で、婚姻は１か月当たり

4.8組まで減少しており、令和元年の１か月当たり8.3組

から比較すると一貫して減少し続けており、５年間に約

42％の減少という状況にあります。出生も減少傾向で、

１日当たり0.4人、逆に死亡は１日当たり1.2人と増加し

ております。これらの状況に鑑み、若者世代を応援する

取組が必要と思い、以下、質問してまいります。 

 初めに、この制度は、国の地域少子化対策重点推進交

付金を活用し、実施計画を立て、取り組む事業です。地

方自治体が行う少子化対策の取組、結婚、妊娠、出産、

子育てに温かい社会づくり、機運醸成の取組について支

援を行う、さらに、新婚家庭などの子育て家庭につなが

るところを支援していくという制度ですが、本市におけ

る部署間の横断的な連携というのはどのようにされてい

るのでしょうか。 

 過去にも、室蘭市の事例を挙げ、立地適正化計画と絡

め、福祉、建設、まちづくりの部署が課題を共有し、包

括的パッケージ事業として政策立案につなげていること

などを質問してまいりました。 

 経済的理由も相まって、結婚、妊娠を考えることに一

歩踏み出せられない若者を応援する施策の充実は少子化

対策の強化にもつながるものと考えますが、不公平感な

くの取組事業として組み立ててこられた検討過程につい

て経過をお伺いします。 

 富良野市に住もうと決め、賃貸から新婚生活をスター

トするカップルの中で、この制度は、貸与型奨学金を返

済している若者の場合は、所得金額から奨学金の年間返

済額が控除されるという事業内容になっております。若

者世代を応援するとの思いで、富良野市としてもぜひ導

入すべきと考えますが、再度、取組の考えをお伺いしま

す。 

 ２件目、結婚、妊娠、出産、子育てに優しい社会づく

りについてお伺いします。 

 １項目め、教育におけるプレコンセプションケアの知

識普及についてです。 

 プレコンセプションケアとは、あまり聞き慣れない言

葉だと思いますが、こども家庭庁は、性、妊娠の正しい

知識を普及する５か年計画案をまとめられ、各種報道機

関等で報道されております。北海道内においては、既に

2024年からプレコンセプションケアについて、随時、公

式ホームページ等で更新している自治体もあります。 

 さきの地域少子化対策重点推進交付金を活用し、結婚、

妊娠、子育てに温かい社会づくりの機運醸成事業のメニ

ューで、上富良野町では、中学生を対象にライフデザイ

ンセミナーを実施されています。中学１年生を対象に、

中学生のための妊娠・出産・子育て講座と、中学３年を

対象に、子育て中の親子の協力を得ながら、実際に乳幼

児と触れ合う機会を提供する体験学習の事業を行ってい

ます。また、石川県の先進的自治体では、この交付金を

活用し、プレコンセプションケア開催事業は子育て支援

課で、結婚生活支援事業を企画課で、男性育児休業取得

促進事業を行政まちづくり推進課でと、市の施策とも連

携した事業を展開し、結婚、妊娠、出産、子育てなどの

ライフデザインが描ける環境の構築に取り組まれていま

す。 

 プレコンセプションケアの提供の在り方に関する検討

会の構成員であります北海道大学では、こどもたちへの

教育＠学校・家庭・地域（包括的性教育を基本に）にお

いて、厚生労働省科学研究班監修「まるっと！女性の健

康教育プログラム」の資料を提出されています。そこに

は、５歳から18歳までは生涯にわたる健康の基盤となる
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心身を形成する重要な時期であり、女性の体と心、月経

周期等、その重要性の理解、月経異常の見極めによる疾

患の早期発見、栄養や体重管理及び運動と女性ホルモン

への影響などに関するヘルスリテラシーを向上させる教

育、予期せぬ妊娠や性感染症の予防などに関する教育も

重要とし、レベル１、５から８歳、レベル２、９から12

歳、レベル３、12から15歳、レベル４、15から18歳以上

と、リーフレットや動画などの健康教育・支援教材を年

齢レベルに沿っての活用ができるように提供しておりま

す。 

 そこで、初めに、現在、学校で行われている健康教育

や保健教育にはどのようなものがあるのでしょうか、お

伺いします。 

 プレコンセプションケアの理念を踏まえた教育が重要

になると思いますが、今後の取組について考えをお伺い

します。 

 また、自分の健康状態について振り返るためのプレコ

ンセプションケアチェックシートというものを公式ホー

ムページで公開している自治体も北海道内にはございま

すが、まずは、保護者の皆様に知識を深めていただける

よう、プレコンセプションケアチェックシートを活用し

た取組を行っていただきたいと考えますが、今後のプレ

コンセプションケアの普及啓発についてお伺いします。 

 以上、１回目の質問といたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 北猛俊市長。 

○市長（北猛俊） -登壇- 

 大栗議員の御質問にお答えします。 

 １件目の若者世代を応援する取組についての結婚新生

活支援事業の取組についてでありますが、結婚新生活支

援事業は、結婚して新生活をスタートする世帯を対象に、

新居の購入費や家賃、新居のリフォーム経費など、住居

に係る費用を支援するものであります。住居の確保に関

しましては、本市としても人材確保の観点から支援策を

展開しており、全部署からのアイデア集約や各部参加に

よる検討など、横断的な協議を重ねた上で、各事業の展

開に結びつけてまいりました。 

 次に、不公平感のない取組としての事業検討の経過に

つきましては、令和４年第１回定例会で答弁しましたと

おり、土地代が高い、あるいは家賃が高いといったこと

については支援が必要な状況にあると理解しております

ので、住宅の確保に係る支援は、新生活を開始する方々

のみならず、人材確保や移住、定住対策においても有効

な手だてであると認識しております。 

 そこで、人材確保を切り口として、様々な世代や立場

の方々に御利用いただけるよう、令和５年10月に人材確

保対策庁内検討委員会を設置し、事業内容等の検討を行

い、令和６年度から支援策等の充実化を図ってきたとこ

ろであります。 

 また、従前から実施している富良野市まちなか居住促

進助成事業に加え、移住、定住促進と地域経済活性化を

図るため、子育て世帯宅地取得支援事業を令和５年度か

ら取り組んでおります。 

 次に、賃貸住宅から新婚生活をスタートする若者世代

に向けた支援の実施につきましては、他の自治体での結

婚新生活支援事業の実施状況や、現在展開している各事

業の実績を踏まえ、効果的な支援策について引き続き研

究してまいります。 

 以上です。 

○議長（渋谷正文） 続けて、御答弁願います。 

 近内栄一教育委員会教育長。 

○教育委員会教育長（近内栄一） -登壇- 

 大栗議員の御質問にお答えいたします。 

 ２件目の結婚、妊娠、出産、子育てに優しい社会づく

りについての教育におけるプレコンセプションケアの知

識普及についてでありますが、現在、各学校において行

われている保健教育や健康教育では、体育、保健体育の

学習に、体の発達、発育や健康な生活、けがの防止や病

気の予防、身体機能の個人差、生殖に関わる機能の成熟

及び適切な行動などの内容が扱われております。また、

特別活動の学習において、養護教諭などと連携し、性に

関する学習を全学年で行っているほか、心に響く道徳の

授業や栄養教諭による食育指導など、プレコンセプショ

ンケアの要素を含んだ学習も行っているところでありま

す。 

 次に、プレコンセプションケアの理念を踏まえた今後

の教育の取組についてでありますが、まずは、こども家

庭庁などの資料を基に、プレコンセプションケアに関す

る様々な情報を把握するとともに、学校の教育活動や家

庭教育などにおいて理解を深めてまいりたいと考えてお

ります。 

 また、プレコンセプションケアの普及啓発につきまし

ては、国、北海道、北海道教育委員会の動向などを注視

しながら検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 再質問ございませんか。 

 11番大栗民江議員。 

○11番（大栗民江） それでは、１件目の若者世代を応

援する取組について質問してまいりたいと思います。 

 再度、賃貸から人生をスタートする方、結婚新生活支

援事業を導入すべきではないかという質問させていただ

き、引き続き検討してまいりますとの答弁をいただいた

ところです。 

 実は、この質問、最初の質問から９年たつのです、９

年続けている質問です。実は、これは、私は市民からお

声をいただくことが本当に多い内容なので質問している
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ところでございます。そういう中では、市長部局、教育

部局、横断的にやっているという内容、答弁でしたが、

国の地域少子化対策重点推進交付金の活用、こういうも

のを机に上げて横断的に検討されたことがあるのかどう

なのか、お伺いいたします。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 大栗議員の再質問にお答えい

たします。 

 国の地域少子化対策重点推進交付金を活用した事業に

ついて、横断的な取組を検討したのかというような御質

問かというふうに思います。 

 結婚新生活応援事業も含めまして、少子高齢化、人口

減少対策、また、子育ての支援、人材確保対策等々、住

宅に係る対策を検討する場というのは様々あったという

ふうに認識をしております。 

 この間、御質問もいただいておりました。その中で、

富良野市として様々な制度の充実を図った、特に、子育

ての支援という関係では制度の充実を図ってきたところ

でございますし、先ほど市長のほうからも答弁させてい

ただきましたけれども、令和５年度からは新たな事業と

して子育て世帯宅地取得支援事業を取り組んでまいりま

した。市長の答弁から、世代に関わりなく不公平感のな

い制度の検討ということで令和４年のときに答弁させて

いただきましたけれども、そういった内容がこちらの事

業に帰結をしたということでございます。 

 個別の事業に関して検討する、しないということでは

なく、様々な対策の中の一つとして考えておりますので、

そういった中での検討ということになってございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 11番大栗民江議員。 

○11番（大栗民江） これは、地域少子化対策重点推進

事業交付金と言って、各自治体、本当に市町村が取り組

む少子化対策の取組に対しての支援、それに対して、国

のほうでも４分の３、３分の２、２分の１といろいろな

メニューがございます。そういうふうに用意してくださ

っている交付金であります。 

 富良野は、本当に、住まいに関してはいろいろな取組

を始められたかと思っているところです。ほかのまちで

も、これを活用しながら、災害とか、もう本当にいろい

ろな事業と絡めて、570万円まで入りますよとかという、

いろいろなメニューを、皆さん、組み合わせているので

す。そういう中、私は、富良野市に住むのを決めていた

だく、結婚して住んでスタートアップしようと決めてい

ただいた、そこの中では、ハードの部分だけでなくて、

ソフト面というのでしょうか、ソフトケアもこの交付金

の中には入る、機運醸成に入る取組だと思うのですが、

ここの、住まいの、結婚をしてスタートしていただくと

いうところの中では、もっと机にがっちりとのせてここ

のところの協議なりをしっかりとやっていただきたいと

思うのですが、この点いかがでしょうか。 

○議長（渋谷正文） ここで、答弁調整のため、暫時休

憩いたします。 

     ――――――――――――――― 

        午後３時14分 休憩 

        午後３時15分 開議 

     ――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 休憩前に引き続き、会議を開きま

す。 

 休憩前の議事を続行いたします。 

 ただいま、答弁調整の中で、質問の趣旨を確認する必

要性がありましたので、確認をいたしました。 

 改めて、質問の内容を整理して、御質問願います。 

 11番大栗民江議員。 

○11番（大栗民江） この交付金事業につきましては、

富良野市であったら教育部局のほうにこども家庭庁から

落ちている事業でございます。だけど、いろいろな施策

を進めていくときには、もっと、まちづくりですとか、

いろいろな施策を進めていくときには、教育部局、市長

部局、しっかりと、富良野市においても婚姻が少なくな

ってきているという、５年間で約半減しているという状

況もございますので、そこのところにしっかりと力を注

いでいくべきではないかと思うのですが、いかがでしょ

うか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 大栗議員の再質問にお答えい

たします。 

 国が補助金を用意している事業ということで、積極的

に取り組むべきということの御質問かというふうに思い

ます。 

 先ほども答弁させていただきましたけれども、結婚、

少子化対策ですとか、そういったものについては、富良

野市としても、国の事業を活用する、しないにかかわら

ず、この間、進めてまいりました。 

 具体的な事業の選択につきましては、何が効果的なの

かということの効果検証をしながら進めていくべきとい

うこともございます。そういった点も含めまして、先ほ

ど市長の答弁の中でも、これまで展開している各事業の

実績を踏まえながら、どういったことが効果的な支援策

になるのかということも踏まえて、引き続き研究してま

いりたいということで答弁させていただきました。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 11番大栗民江議員。 
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○11番（大栗民江） 引き続き研究していくということ

でございましたので、この研究を主導していく部署とい

いますか、その研究をどのように進めていこうかという、

そういう具体の内容ですとか、進めていく部署はどちら

のほうになるのでしょうか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 大栗議員の再質問にお答えい

たします。 

 具体的にこの事業に関してどこの担当が進めるのかと

いうことでいきますと、現在、はっきり決まっていると

いうことではございません。 

 一方、市長部局ではございませんけれども、こども計

画の策定が教育委員会で予定されております。北海道の

こども計画の中では、結婚の支援をするというような項

目がこども計画に含まれております。そのことに関して、

これから教育委員会を中心に協議されていきますけれど

も、いまのところ、部局を横断した中での検討を進める

ということで伺っております。 

 はっきりした部局というのは私のほうから申し上げら

れませんけれども、そのような状況であるということで

ございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

 11番大栗民江議員。 

○11番（大栗民江） 本当に、若者世代、ここの応援に

関してはしっかりと取り組んでいただきたいと思います。 

 実は、結婚して住むところをどこに決めようかといっ

たときに、迷われたり、調べられたり、よくされている

というのを、私もお声をお聞きします。例えば、隣町の

中富良野町は、支給要件なども緩和していただき、再婚

の人でもいいですよと。また、上富良野町も、いろいろ

なプレコンを通しながら進めていらっしゃる。そして、

昨年、根室市がこの事業に参画いたしました。根室市で

は、令和６年４月、２組であったけれども、３月には18

組と、年間40組の利用があったという中では、私は、こ

れは若者世代をまちに引き込むためのすばらしい効果的

な事業でもあるのではないかと思うのですが、その点は

いかがでしょうか。 

○議長（渋谷正文） 御答弁願います。 

 関澤博行総務部長。 

○総務部長（関澤博行） 大栗議員の再質問にお答えを

いたします。 

 この少子化対策につきましては、いま、大栗議員から

御提案をいただいている事業も当然ございますし、ピン

ポイントにこの事業をやるのか、やらないのかというよ

うな協議ということにはなかなかなりにくいと思います。

様々な対策、検討がある中で、どの対策が効果的なのか、

どの事業が効果的なのか、そういったことを検討しなが

ら積み上げていくものかというふうに考えてございます

ので、先ほども答弁させていただきましたけれども、少

子高齢化、人口減少対策、子育て支援、また人材確保対

策、そういった様々な施策の中で総合的に検討する内容

かというふうに考えておりますので、そういった中で、

併せてこちらの制度も研究しながら進めてまいりたいと

いうふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

○議長（渋谷正文） 続いて、質問ございませんか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（渋谷正文） 以上で、大栗民江議員の質問は終

了いたしました。 

――――――――――――――――――――――――― 

        散  会  宣  告         

――――――――――――――――――――――――― 

○議長（渋谷正文） 以上で、本日の日程は終了いたし

ました。 

 明18日の議事日程は、お手元に御配付のとおり、今利

一議員、佐藤秀靖議員、大西三奈子議員、宮田均議員の

一般質問を行います。 

 本日は、これをもって散会いたします。 

 

                午後３時22分 散会 
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